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午前10時00分開議 

○渡部眞美委員長 おはようございます。 

 本日の出席委員は17名で、全委員が出席をして

おります。 

 ただいまから、本日の委員会を開きます。 

 それでは、早速本日の日程であります一般会計

歳出のうち、民生費、衛生費及びその特定財源に

関する歳入の細部質疑に入ります。 

 なお、関連であります議案第17号及び議案第18

号の２件についても、あわせて質疑をいただきま

す。 

 質問者、挙手を願います。 

○飯田敏勝委員 それでは、４項目にわたって質

問いたします。 

 １項目めは、市民健康プールの健康増進事業の

推進ですけれども、これは代表質問でも伺いまし

て、御答弁をいただきました。より深めるという

ことで、健康のためのいわゆるプログラム策定に

当たって保健師を中心に組み立てて、現在プール

等で活動中の団体の指導者からも経験と知識を活
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かしたやり方を進めていくと、代表質問で伺いま

した。講座の開設はわかるのですけれども、修了

後に水泳や水中運動を継続してもらうために、講

座の受講者に対してその後どのようなサポート体

制を考えているのか伺いたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 市民健康プールを活用し

た健康講座におきましては、主婦層や親子向けの

エクササイズのほか、仕事を終えた後の男性、女

性を対象としたアクアフィットなど、幅広い年齢

層を対象に初めての方でも楽しみながら健康増進

を行えるメニューを考えているところでありま

す。また、市における自主事業といたしまして、

プール、フロアーにおける指導者の養成講座の実

施も考えているところです。 

 講座を修了された方の受講後の対応につきまし

ては、健康増進を維持する意味で１人で継続され

る方、受講のノウハウを活かしクラブを結成され

る方、また、既に活動されている既存のクラブを

活用されるなど、３通りが考えられるかと思いま

す。講座を受けられる中で気心が知れ、クラブ結

成まで行き着くことは、大変意義のあることだと

思います。 

 どういった方法がよりよい健康づくりにつな

がっていくのか、今後、先進的な取り組みを実施

している団体などの情報収集に努め、通年化され

たこの施設の有効活用にも結びつくよう検討して

まいりたいと考えております。 

○飯田敏勝委員 今の御答弁のとおり、まだ始

まってはいないのですけれども、始まる前から事

前に準備して先進地の事例収集などをやっておく

というのは、大切だと思います。 

 私もそういう経験がありますので、実際、仮に

スポーツ教室等でも今やっていると思うのですけ

れども、受講が修了しますと、６回なり８回の教

室なり講座の中で、いわゆる仲間うちというので

すか、そういうような雰囲気が生まれて、最終的

にはさまざまな継続する方法があったのですけれ

ども、一番多いのはやはり、そこで受講された方

々が集まってつくると。いわゆるその雰囲気を大

事にしたいのと、自分たちが１からスタートして

10まで行ったというようなことを含めて、その後

の指導をしっかりとやっていくということから、

その教室なり講座の受講者が中心となってやると

いうのが通例というか多かったと思います。その

場合の条件として主催者が提示するのは、場所の

確保いわゆるフランチャイズです。リーダーをつ

くる、それからクラブですからある程度の規則は

つくるのですけれども、最低限いわゆる会費を

とって運営するというような三つの条件をつけた

中での育成を、その講座の中、教室の中での指導

目標の一つに挙げていたと思います。 

 何はともあれ、先進地の事例などを参考にし

て、今後、市民健康プールが通年化されますが、

その効果というのは非常に大きいと思いますの

で、今の御答弁の方向でしっかりとやってもらい

たいと思います。 

 それでは、２項目めに移ります。介護予防活動

についてです。 

 介護保険の関係でも質問しましたけれども、介

護予防いわゆる要介護にならないということで、

今後、平成29年度まで今のスタイルでいきなが

ら、その間いろいろな工夫をしたいということが

ありました。予防のための有効な策の一つとし

て、今プールができます。私は、プールを利用す

べきでないかと思います。これは、行政視察等で

もさまざま訪れて、一昨年行った、阿賀野市の例

です。阿賀野市のプールは、いわゆる介護保険の

予算で建てました。いわゆる介護予防ということ

を主たる目的で、つくっていました。 

 プールのよさは、浮力による体重負荷軽減、抵

抗による適度な運動負荷と、水温による新陳代謝

の促進だとか、水圧による血液循環促進など、理

論的にも説明されているのですけれども、そのこ

とが高齢者にとって理屈ではなくて、体によいだ

とか、気持ちがいいだとかといった実感となっ

て、日常生活にはね返って定着していくと私は思

うのです。 

そういうことも考えた介護予防活動、そのた

めには、介護の担当部署だけではなくて、今言い

ました健康管理課、保健センター、スポーツ課な

ど関係部署としっかりと連携をとってやれば、私

は介護予防の効果というものは数段上がると思う

のです。そういう意味からも、阿賀野市は介護保

険の予算というものはかなりありますから、そう

いう中でしっかりとそこら辺にシフトして、連携

して予算の面でも工夫がとれると思うのですけれ

ども、有効な事業ということで、今後、今の方法

も含めてどのように考えているのか伺いたいと思

います。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 介護予防事業について
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でありますけれども、プールを活用した事業につ

きましては、介護予防と健康増進を目的といたし

まして、指定管理者が実施する講座の中で、65歳

以上の高齢者、２次予防事業対象者と言われる要

支援、要介護状態になる恐れのある高齢者、そし

て介護認定における要支援者などを対象といたし

まして、今年度から取り組む予定としておりま

す。 

 当市では、高齢者の健康づくりと生きがいづく

りを目的とした、はつらつ筋力向上トレーニン

グ、らくらく健康トレーニング、高齢者ふれあい

の家、また、第２号被保険者の運動の習慣化を目

的としたフィットネス教室などの通所型介護予防

事業に取り組んでおりますけれども、今回の市民

プールの通年化とあわせて、膝関節痛や腰痛など

の疾患により陸上における運動が困難な高齢者を

対象に、水中トレーニングを実施してまいりた

い。その際には、やはり関係者、サークル指導者

といった方々の御意見もお聞きしながら、また先

進的な取り組みを参考にしながら、実施していき

たいというふうに考えております。 

○飯田敏勝委員 プールの利用というものは、と

かく医療費削減だとか介護の費用削減と捉えがち

なのですけれども、結果としてそうなったという

のが各地の成果だと思います。今御答弁になった

ことを、着実に地に足がついた方法で実行するこ

とを希望したいと思います。終わります。 

 それでは、３項目めです。 

 障がい者支援事業、これは補正の関係で繰越明

許になって、ただ、今後も続くということも含め

て、私は提案を含めてこの質問をしたいと思いま

す。 

 障がい者の方の就労は、ＮＰＯを初めとする関

係者等の努力によって、徐々にではありますが門

戸は広がりつつあるのです。ノーマライゼーショ

ンの理念のもとに、障がいの種別、程度もありま

す。障がい者がみずから居住する場所を選択し

て、必要とする福祉サービスを受けたり利用した

りするということは、大変なのですけれども、自

立と社会参加の実現を図るというのは、本人な

り、関係者なり、行政が、一層求めていることだ

と思います。 

 そこで、きのうからの質問でもあるのですけれ

ども、日体大の特別支援学校の高等部が平成29年

度に開校になります。障がい者福祉というか、こ

こは知的障がいの方なのですけれども、雇用に向

けた対策ということになります。平成29年開校で

すから、その３年後にはもう卒業していくという

ことになります。そういう対策を今から障がいの

関係の間で考えていく必要があるのでないかと思

います。特に、特別支援学校はスポーツと農業に

特化すると。詳細はまだまだ出てくると思うので

すけれども、結果的にはそこで習得したものを社

会に出て発揮するには、温かく迎えてくれる場所

と機会が必要だと私は思うのです。そこから、農

業関係者から幅広く提言と意見をもらいながら、

学校や施設と連携しつつ市としてどのような対策

を講じられていくのか、考えを伺いたいと思いま

す。 

○酒井博明社会福祉課長 障がい者の就労、雇用

につきましては、日体大特別支援学校高等部の開

校もありまして、いかに就労先の拡大を図ってい

くかということを考える必要があるというふうに

認識しております。 

 こうした中にありましては、第一に市民の障が

いに対する理解を深めていくということは非常に

重要ですし、その上で、現在、障がい者の就労を

受け入れている業種に捉われず、農業関係者など

も含めて、幅広くその可能性を探っていく必要が

あるというふうに考えております。 

○飯田敏勝委員 今のとおりだと思うのですけれ

ども、やはり農業に特化するということになりま

すと、それなりに地元に定着するだとか、雇用も

しっかりと確保されるということがなければなら

ないと私は思います。 

 一つの参考例としまして、道北の剣淵町で進め

られている農業と福祉の連携も一つの参考例にな

るのだと思います。これは、１月24日にテレビ放

映されました。この番組そのものが北海道の農業

について非常に愛着を持ちながら、農業の可能性

も含めて番組制作されているのですけれども、こ

の剣淵町では、地元産の野菜からドレッシングを

つくる一次加工を地元の障がい者施設に委託して

いるところから始まりまして、いろいろ展開して

いました。農業と障がい者の施設がタッグを組ん

で地域の農産物の付加価値を高めて、同時に障が

い者の方の雇用を生み出すという取り組みが紹介

されていました。これらの農業の放送のスタッフ

が各地を回って農業を紹介しているのですけれ

ど、この取り組みについては非常にびっくりした
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り、感激したりしていました。 

 私は、そういう例を一つの参考例として幅広く

集めて、農業を取り巻く環境の地域差や、障がい

者を取り巻く環境も本当は一様ではないと思うの

ですけれども、参考にして、いま一歩障がい者の

担当として踏み込んでいくべきときではないかと

思いますけれども、いかがですか。 

○酒井博明社会福祉課長 委員から剣淵町の例を

挙げていただきましたが、昨年11月に網走桂福祉

会が主催いたしまして、市や網走市障がい者自立

支援協議会などが共催で行いました、障がい者就

労支援セミナーというものを行いまして、このと

きに、静岡県浜松市で障がい者20名を雇用して農

園を営んでいる京丸園という会社の鈴木社長にお

越しいただきまして、講演会を実施いたしまし

た。私たちも大変勉強させてもらったのですけれ

ども、一次産業が基幹産業である網走市におきま

しては、今後、障がい者就労の職域を拡大する上

でも、非常に参考になるものでございました。 

委員御指摘のとおり、農業も含め、今後、障

がい者就労の職域の拡大について検討してまいり

たいと考えております。 

○飯田敏勝委員 日体大の松浪理事長は、網走の

自然環境なり、農業を含めた環境なりに着目し

て、スポーツと農業に特化したのではないかと私

は思うのですが、そういう意味からも、今言われ

たそういう取り組みの事例なりを、もっといま一

歩踏み込んだ形での政策立案を期待して、この質

問を終わりたいと思います。 

 最後になります。静湖園の民営化についてで

す。 

 代表質問で伺いました。御答弁はいただいたの

ですけれども、道との協議などの施設整備の経過

はわかったというか、そういう経過だということ

です。私はここでまず一点聞きたいのは、補助が

受けられるとわかった時点で、所管委員会に図ら

れなかったのかどうか、図ることができなかった

のかどうか、そこをお聞きしたいと思います。 

○石川進静湖園長 静湖園の民営化についてでご

ざいますが、新しい施設の建設に当たりまして

は、北海道に平成28年度の補助事業として要望し

ておりました。しかし、昨年の11月末に北海道よ

り、平成27年度から平成29年度の３カ年の補助金

額の枠の中で、網走市の養護老人ホームの建設に

つきましては平成27年度になるということで、補

助事業が実施できるかという問い合わせがござい

ました。市としては、短期間のために議会、地域

説明、職員の問題等もございますことから、慎重

に検討を重ねてきたところでございます。ただ、

平成27年度の補助金を活用しないと平成30年以降

の建設となることから、さらに現施設の老朽化が

進むことになりますので、平成27年度、平成28年

度の２カ年で建設することとし、北海道の補助金

対象になるようにすることといたしました。 

 結果、急遽平成27年度に建設するとの計画にな

りましたことから、建設に当たってのスケジュー

ル調整や課題の整理をするのに時間を要してしま

い、生活福祉委員会の説明につきましては２月に

なってしまったということでございます。 

○飯田敏勝委員 経過はわかるのです。静湖園は

設置条例で建設され、運営されています。条例事

項にかかわることが、議会の時間がなかったとい

うことではなく、協議事項に入るか入らないかと

いう問題があったと思うのですけれども、その辺

はどのような認識だったのですか。 

○石川進静湖園長 先ほども答弁させていただき

ましたが、とにかく急遽建設が決まったことか

ら、２月ということになりまして、それで所管の

委員会に報告という形でさせていただいたところ

でございます。 

○飯田敏勝委員 報告といってもその他の事項で

の報告で、御答弁でも第３期の行政改革の計画に

載っていると、民設民営化する施設として記載し

ているからというような理由で、これは直接議会

の協議の中では議論されると思うのですけれど

も、ここで問題なのは、二元代表制として今回の

議会で議会基本条例が制定されました。 

 今求められているのは、議会がどんな役割を果

たすのかということなのです。特に議会の役割と

いうのは、今さらそんなことわかるというのです

けれども、やはり設置条例にかかわることですか

ら、これが規則だとか要綱だとかであれば行政で

つくれると思うのですけれど、条例は議会の議決

によって設置されるものですから、条例の改廃に

かかわることは優先すべき課題だと思います。議

会の役割として、「市町村の政治や行政の基準で

あって、住民に義務を課して権利を制限する条例

を制定する」この立法機能が議会の一つの生命な

のです。だからこそ、条例事項に関しては必ず理

事者は諮らなくてはならないのだと。 
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 もう一つは、機関対立関係にあるのです。行政

を抑制して監視することが、行政のチェック機能

と言われています。今回のやり方でいくと、チ

ェックできないのです。なぜかというと、スケ

ジュールはさきの委員会で聞きました。事業者募

集が２月下旬から３月下旬、事業者決定が４月上

旬から中旬、事業着手は８月中旬、聞きますと事

業者募集はもう始まっているといいます。道の予

算が選挙のため暫定で、知事が決まってから第２

回定例会で決まると。市としては、補正になると

思うのです。 

 建設の前の報告だけで終わってしまったら、公

設の施設が民営化になると、公設ではなく民設で

建てるということになると、条例事項ですから相

当な方向転換ですよね。それを議会の中でしない

でどこでするのか、報告だけで終わらせる問題か

ということが一つと、やはり委員会主義ですか

ら、うちの委員会は今三つあります。ましてや、

委員会のその他の報告で、ほかの委員がそこに

入ってない会派とか議員がいたら、この問題に関

して質問できるとしたら大綱質疑も何もないので

す。全くの委員長報告に対する質疑をするかどう

かと、ましてや委員長がその報告をしなかった場

合には、平成27年度の補正の段階での質疑にな

り、もう建設業者が決まって工事が始まる前とい

うことになると、議会の役割は相当後退すると思

うのです。だからこそ、委員会での協議、質疑が

必要不可欠なのです。 

 今の市長もわかっていると思うのですけれど

も、私が議員になる前は、いわゆる事前協議を前

提とするような委員協議会制でした。そういうの

であれば、今のようなやり方もある程度正当性を

もって論じられると思うのですけれども、今の委

員会主義になった時点でのやり方としては、相当

乱暴な手法だと思うのですけれども、その辺に関

して、園長というのはそこまで言えるかどうかわ

からないので、まずは部長にお聞きしたいと思い

ます。 

○酒井信隆福祉部長 先ほど園長からも答弁があ

りましたが、本来、平成28年度に建設を考えてお

りました。ただ、平成27年で果たしてできるかど

うかという部分も、本当にせっぱ詰まった部分で

検討しなければならないということで、ただ、や

はりやる以上はきっちりしたものをつくっていき

たいということで、ぎりぎりまで先ほどお話が

あったようにスケジュール、課題等を整理しまし

て検討して、２月20日という委員会ぎりぎりまで

本当にできるかという状況でした。 

 ただ、やはりこれが先ほどお話したように、平

成27年から平成29年の計画の間にできなければ平

成30年以降、果たして平成30年に本当にできるの

かという部分もございます。その辺を踏まえて考

えますと、市民の方々、それから今まで議員の方

々からも静湖園の方向性はいつ出すの、というよ

うな問いもございました。やはりそうすると、皆

さんが待望をしている新しい養護老人ホームを建

設するということは、網走市民全員が望んでいる

ことではないかというふうに判断をさせていただ

きました。 

 それで、私たちのことを言うのははばかられる

のですが、事務方もこの平成27年の建設というの

は、ほかの養護老人ホームの方々とか行政にお話

を聞いたら、本当にそんな期間がなくて行政でで

きるのか、というような心配もされたところであ

ります。ただ、やはり、市民が望んでいる部分を

今やらなければ、いつやるのというような部分も

ございますので、本当にぎりぎりの２月20日とい

うところまで協議をさせていただいて、その他と

いうところで報告をさせていただいたのは、皆さ

んには期間がなくどう審議するのと言われてもい

たし方ないところではございますが、その辺は御

理解をしていただきたいと思います。 

○飯田敏勝委員 全然理解できないのです。やる

からにはきちんとしたものをと言ったのですね、

そこに議会がどうして入ってこないのですか。住

民の負託を受けた議会、うちは委員会制をとって

生活福祉委員会ですが、そこでどうしてわずかな

議論でもできなかったのか。私たちは確かに民営

化そのものについては、さまざまな意見も持って

います。しかし、議論の中でいろいろこなれて

いって、最終的には意見は分かれてもそういう方

向にいくかもしれませんし、さまざまな議論がな

されて初めていいものができていくのではないか

と。時間がないから議会に報告しなくて市民が要

望していたからやむを得ないというのは、乱暴に

言ったら、まるっきり議会というのは要らないと

いうようにとれると思うのです。だからこそ、ぎ

りぎりのところで議会に報告して議論をする時間

というものは、私はあったと思うのです。 

やはり手法そのものは、議論してこそいいも
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のが生まれて成熟していくと思うのです。不毛の

議論等いろいろあるのですけれども、そうじゃな

しに、議論することによっていいものが生まれて

いくということなのです。結果的にはそういうよ

うな事態になって、最終的には二定で補正を組ん

だときには、後は設計段階でのどうのこうのと

か、本当の小手先の議論しか私はできないと思い

ます。次からは、二委員会制になるということも

決まっています。そうなりますと、結果的にかな

り守備範囲も広いと思います。 

 それともう一つ、呼人地区の方に説明があった

と、御答弁ではこれから作業開始の前にしたいと

あったのですけれども、事前に説明をしているの

ではないですか、ちょっとその点を確認したいと

思います。 

○石川進静湖園長 呼人地区への説明についてで

ございますが、呼人地区への説明に当たりまして

は、対象者をどうするべきか等を、連合町内会の

会長と相談してまいりました。その結果、連合町

内会の会長さんのほうから、連合町内会の役員会

があるのでその場で説明してほしいという要望を

受けました。ただ、その役員会が委員会20日の前

日ということだったものですから、連合会の役員

会の席上は、整備方針ということではなく市の基

本的な考え方として説明させていただきました。

また、その説明の席上、今後必要であれば、単位

町内会等においてもお話はさせていただきたいと

いうことをお話しております。 

 また、呼人第一町内会というのがございまし

て、静湖園のある場所の町内会なのですけれど、

そこにつきましては、その役員会の席上、地元と

いうことなので別途説明が必要ではないかという

御助言をいただきましたことから、呼人第一町内

会の会長と相談しまして、去る３月７日土曜日の

呼人町内会の役員会の席上、説明をさせていただ

きました。また、その席上でも、今後必要があれ

ば町内会の総会等でもお話をさせていただきたい

というお話をしております。 

○飯田敏勝委員 私も町内会の役員をやっていま

す。役員会そのものというのは、やはり町内会の

総会に次ぐ議決機関ですから、ほとんど町内会の

意見を代表するというように私は捉えていると思

うのです。そこで事前に話したら、やはり話した

ということなっているのです。議会の前に呼人の

町内会に話したことが悪いと言っているのではな

いのです。当然話さなければならないけれど、議

会にもその前にしっかりとその他でなしにやはり

きちんと説明して、短い時間でも議論をして、い

い方向に持っていけたと思うのです。 

 最後になりますけれども、もうそういう形で進

んでいるのですけれども、今後、やはり議会と理

事者との関係というものは適度な緊張関係を持た

なければならないと、議会基本条例でも決めてい

ます。私は議員生活16年の中で、以前にも非常に

残念なことが一つありました。街中にあります今

の市営住宅の借り上げ住宅の議論の中で、理事者

が補正の補正ということはしないと陳謝しまし

た。私はそういうような真摯なやりとりの中とい

うのが、いい議論が生まれてまちづくりにいい方

向へ向かうと思うのです。 

 今でさえ、二元代表制と言いつつ、首長いわゆ

る理事者側のほうが権限が大きいのです。なぜか

と言うと、議案提出をして仮に議会が過半数を

もって否決されても、再議を再提出すれば３分の

２の賛成がなければ議会は幾ら否決してもだめだ

ということがありますし、議会招集権についても

そうですし、さまざまな面で私はまだまだ市長の

権限のほうが強いと思います。しかしながら、や

はり議会は今言った条例を制定する場所ですか

ら、条例の立法機能と、もう一つはチェック機

能、いわゆる抑制とチェックする機能がないと、

例えいいものであってももっとよくならないと。

今回のことを通じても、いいものだから議論なし

に通すのではなしに、議論することによってもっ

といいものにしていくという姿勢を理事者側に

持ってほしいと思うのですけれども、最後に市長

に御答弁を願います。 

○水谷洋一市長 飯田委員からいろいろと提案に

対する質疑のあり方も含めて、お話がありまし

た。 

 私は、落語家の柳家花緑さんに「謙虚な心が全

てを見通す力となる」という色紙をいただきまし

て、まさにそうだというふうに思っております。

私たちは、状況が整って条例案を出し、予算案を

出すと。この予算案につきましては、今、道の選

挙もある、二定である、骨格予算である、後は地

域の住民の合意を得ると、こういった作業の中で

予算案を提出し、条例案を提出するという形の中

で、私たちは提案をさせていただくということで

あります。 
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よいものをもっと議論したらどうだ、という

お話でありました。これは私のほうからどうこう

というお話は、やはりそちらの立場にいたときは

いろいろあるのでしょうけれども、こちらの立場

になったときには、これは議会の中で決めていた

だくお話であるというふうに思っておりますの

で、私も議員の経験から言いますと、そういった

ことは委員会の閉会中審査の場とか、さまざまな

議論の場というのは議会の場の権能の中でできる

話で、私たちがどうこうという話ではないという

ふうに思っております。ですから、そこは議会基

本条例に基づきまして議会の中でさまざま御議論

いただきながら、私たちに御提言、御提案をいた

だければと思うところであります。 

 改めて、「謙虚な心が全てを見通す力となる」

と、これは私の信条だというふうに思っておりま

すので、今後とも質疑を通して信頼関係を得なが

らいいまちづくりをしていきたいと、このように

思っております。以上です。 

○飯田敏勝委員 御答弁ありがとうございます。

議会の側も自覚を持てということで、私も議会の

権限の中での自覚も、今後一層努力しなければな

らないという思いで、質問を終わりたいと思いま

す。 

○渡部眞美委員長 次。 

○栗田政男委員 私も静湖園のことについてお尋

ねをする予定だったものですから、飯田委員のほ

うから前段の議会側に対する提案の仕方について

の議論があったと思います。 

 委員会のほうでも、それについては非常に活発

な意見交換がされたように記憶をしております。

私個人的には、議会運営と行政の運営の仕方の中

で、市長が今言われた答弁の方向性も当然わかり

ますし、私個人的に思うには、どうしても行政側

というのは予算がついて初めて物事が進むような

順序がありまして、それを８年間こういう議員と

いう形の中でやらせていただいたときに、最初の

方向性は当然市長が権限を持って進めるわけです

が、その中で、もし我々議会のほうとしても、そ

れに参加をしてよりよいものがつくれるような関

係をつくっていければ、行政システムというのは

いい形になるという気がしていますし、今後のこ

とですから、私たちも選挙がありますのでここで

明言はできませんけれども、そういう方向性を

持ってよりよい二元制の形をやっていきたいとい

うふうに個人的には思っております。 

 それでは、老人ホームなのですが、静湖園につ

いては水谷市長が存続をしていくということを明

言されて、私もその心強い決意に非常に期待をし

ていた一人であります。今までの議論とは別に、

今後の話として、私は今回の上程に関しては、本

当によくやってくれたという立場であります。代

表質問の中でも私は質問しましたけれども、網走

にいる人たちの中でやはり終の生活、最後にどこ

に住んでどういう生活をするかということを、高

齢になればなるほど非常に不安に思っている方が

多いということを実感しております。そこをきっ

ちりと当市が対応しない限り、やはり安全で安心

なまちなどということは簡単に言えないのではな

いかというふうに私は思っているので、静湖園の

話については本当にいい形で、皆さん思いという

のは同じで、私たちも見に行っても中に入るのが

ためらわれるような環境にあって、何とかしなく

てはいけないということで、ここでやっと光が見

えてきた。このことについては、本当に敬意を表

したいというふうに思っております。 

 そういうことを踏まえながら、２月20日の生活

福祉委員会の中で、詳細については説明をいただ

いております。再度確認になるかもしれませんけ

れども、現在は市が運営している養護老人ホーム

静湖園についての今後の方向性について、何点か

お聞きしたいと思います。 

 まず基本的なことなのですけれども、この養護

老人ホーム、説明にあったとは思うのですが、何

名に入所していただいて、その中で要介護者、要

支援者という方は何名いらっしゃるのとかという

現況を、再度教えていただきたいと思います。 

○石川進静湖園長 静湖園のただいまの入所人員

でございますが、現在20名が入所しております。

そのうち要介護者が13名、要支援者が５名となっ

ております。 

○栗田政男議員 つまり今の設備というのは、介

護保険の対象になっている設備という捉え方でよ

ろしいのでしょうか。 

○石川進静湖園長 今の静湖園につきましては、

介護認定者は基本的には受け入れない施設でござ

いますけれど、当初入所した方が長年入所してい

ることによって、介護認定になった方はいらっ

しゃいます。そういうこともございますので、新

しくする入所施設につきましては特定施設という
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のですけれど、要介護認定の軽い方も入所できる

ような施設整備というふうに考えております。 

○栗田政男議員 たしか今のところ要望として待

機者はないような状況ということを聞いていたの

ですが、次の施設の概要という形で予定されてい

るところを見ますと、50名のキャパシティを持っ

たものをつくりたいということなのですが、この

辺の差異と言いますか方向性というのは、当然シ

ミュレーションした中でこういう数字が出てきて

いると思うのですが、この辺についての見解はど

うでしょうか。 

○石川進静湖園長 新しい施設の定員についてで

ございますが、現静湖園は老朽化が著しく、市街

地から離れているということから、どちらかとい

うと敬遠傾向にございます。そうした中、施設が

新しくなり市街地に近くなることによりまして、

入居希望者がふえるという予想をしております。

また、今後整備する施設は先ほども言いましたけ

れど、軽度の要介護者も対象とすることから、今

後の需要は50名程度あると考えております。 

○栗田政男委員 市街地地区に大曲地区ですか

ら、今の呼人のような場所からするとかなり市街

地に近いということで利便性が上がるということ

なのですが、私個人的には現在の場所はすごくす

ばらしい場所だと思っているので、今後の活用の

話も委員会の中でおっしゃっていましたので、ぜ

ひとも有効ないい形で、逆に言うと民間のグルー

プホームとかそういうものには適した土地なのか

と、土地の面積的なキャパシティも見ると、簡単

な家庭菜園ができるような施設も可能なのかとい

うことで、それは今後の検討ということですから

お願いをするということで、そこで、今回大きな

変換点として民設民営化ということであります。

この辺について、なぜ市の直営から民設民営とい

う形に変更するのかという、その理由を教えてい

ただきたい。 

○石川進静湖園長 民設民営の理由でございます

が、先ほどもお話ししましたが、軽度の要介護者

が入る施設にするということがございまして、そ

うしますと、今の静湖園では、実際に介護認定者

も若干みているのですけれども、本当の意味での

介護支援という形はできていない状況でございま

す。 

 そういう中で、今ある民間社会福祉法人におき

ましては介護認定事業をやっているところがござ

いますので、そういった知識やノウハウを活かし

て整備することが望ましいと考えまして、民営化

するという方針をとっております。 

○栗田政男委員 福祉施設ということなので、余

りコストのことを申し上げると語弊があるのかも

しれませんけれども、民営化によって市が単独で

今までのように管理することよりも、コストの面

でメリットというのはないことなのでしょうか。 

○石川進静湖園長 コストの関係なのですけれ

ど、平成25年度の決算で一般財源が6,000万円ほ

ど投入されているのですけれど、それの大きな要

因としましては、まず施設が古いことによる光熱

水費の増というのもございます。また、確かに人

件費も市直営でやっていますので、若干高いとい

うのがあるのですけれど、それらにつきましても

民営化することによって、民間の努力によって経

費も抑えられて、今よりはコスト的には下がるの

ではないかと考えております。 

○栗田政男議員 市長の方針の中でも、民間にで

きることはどんどん民間委託をしていくという方

向性は、これからも続けなくてはいけないことで

すし、よくなることに関して何も問題はないわけ

ですから、どんどん積極的に進めてほしいことな

のですが、民間単独でやるとなると、施設をつく

るに当たって一番大変なのは資金繰りなのです。

企業というのは、やはり資金繰りが大変なので

す。 

 公的な施設が今回も道の補助金、国の補助金等

を活用しながらということですから、資金繰りの

部分では本当に楽をすると言っては変な言い方な

のですが、一般に我々がやるよりは非常に有利な

形で進められるのです。それが、行政がやってい

く最大のメリットなのです。 

 企業だと思うのですが、グループホーム等を我

々が単独でやるとなると、資金繰りに苦慮すると

いうのがあって実際はやれないという、ハード

ル、壁を越えられないというのが、今回はそうい

う形で積極的にその辺を支援していくということ

であります。 

 ぜひともしっかりとやっていただきたいのと、

もちろん市が管理をしなくてはいけないという

か、入所から全部やらなくてはいけない法律に

なっていますね。そういうことも含めて市が丸投

げをするわけではないと思うので、ただ心配され

るのは、運営上民間になったときに、赤字が出な
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いシステムというのは確実に担保されることなの

でしょうか。 

○石川進静湖園長 新しい施設になったときの運

営につきましては、まず養護老人ホームは措置施

設ですので、入所する人の出身市町村が給付に基

づいた措置費を施設に支払う形になります。その

ほか、今回介護認定者を受け入れる特定施設とい

うことになりますと、介護サービスに対する施設

のサービス料もその施設に入ることになりますの

で、運営につきましては赤字が出るようなことは

ないと考えております。 

○栗田政男委員 安心して、網走のこれから本当

に大切な核となる、シニアと言えばいいのでしょ

うけれども、日本語的には老人という言い方がす

ごく暗いイメージがあるのですけれども、そんな

中で終の棲家、網走というこの地でしっかりと安

心な暮らしをしていただける大切な場所になると

いうふうに私も信じております。 

 最後になりますけれども、こういう事業ですか

ら公募をするのですが、社会福祉法人の資格がな

いとこれには参加されないと思うのですが、当市

においては資格を持っている法人というのは何法

人で、差し支えなければ、どことどこがあるとい

うことを教えていただければと思います。 

○石川進静湖園長 網走市における社会福祉法人

の数でございますけれど、五つございます。その

うち、四つが介護保険サービスを実施している法

人で、一つが網走市社会福祉協議会、二つ目にレ

インボーハイツを運営しております網走福祉協

会、三つ目は、いせの里を運営しております網走

愛育会、四つ目で、はまなすの運営をしておりま

す緑明会がございます。そしてもう一つ、知的障

害福祉サービスを行っているサンライズ・ヨピト

を運営している網走桂福祉会で、計五つの社会福

祉法人がございます。 

○栗田政男委員 どの法人もいろいろなノウハウ

を持ってしっかりやっていらっしゃっている、ど

こがやられても必ずいい形になると思います。 

 質問は終わりますけれども、静湖園だけでな

く、今、当市において、最後に何か人の助けを必

要とされる状況になったときに行く場所、最後の

安心して暮らせる場所が、やはり自宅であればい

いのでしょうけれども、なかなかそれは自宅の環

境の中で最期までいるというのは難しいと思いま

す。その辺の不安を多くの市民の方が抱えており

ます。老老介護の件も含めてその不安があるから

こそ、何かモヤモヤしながら明るい生活ができな

いような世帯が結構網走の中には多いし、我々も

今時期ですからいろいろな個別の住宅を回りま

す。そういう中で、そういう要望が本当に多いの

も事実です。そこをしっかりと行政として担保し

てあげないと、やはり網走が地域としての中核に

なり得るようないいまちにはなれないのではない

かと。 

 私が思うのは、確かにそういう人たちを我々働

いている現役世代が支えるのは、大変なことであ

ります。しかし、その人たちが今の豊かな日本を

つくってくれたという原則があるのです。それを

しっかりと我々は考えながら、感謝しながら、こ

ういうことに取り組んでいかなくてはいけないの

が、行政の使命だというふうに私は感じますの

で、ぜひともこの辺を含めてしっかりとやってい

ただければというふうに思います。以上です。 

○渡部眞美委員長 ここで、暫時休憩をいたしま

す。 

午前10時52分休憩 

午前11時02分再開 

○渡部眞美委員長 休憩前に引き続き、再開をい

たします。 

 質疑を続行いたします。 

○金兵智則委員 それではまず、障がい者総合支

援訓練等給付事業についてお伺いしたいと思いま

す。 

 先ほども議論がありましたけれども、一般就労

へ向けては、就労継続支援事業、就労移行支援を

通じて一般就労というのが、基本的な流れかとい

うふうに思いますけれども、今回、平成27年度予

算を拝見させていただいたときに、昨年度と比べ

るとふえているところ、減っているところ、予算

額で大きく変わっているところがありますけれど

も、この辺の内容についてまずお伺いしたいと思

います。 

○酒井博明社会福祉課長 障がい者総合訓練等給

付事業につきましては、大きく四つの事業がござ

います。その変動した内容でございますけれど

も、まず初めに自立訓練等給付事業でありますけ

れども、平成27年度予算では341万5,000円として

おりまして、平成26年度予算で160万7,000円、比

較しまして180万8,000円の増となっております。

これは今までの利用者１名から２名に増加したと
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いうところによります。 

 次に、就労移行支援給付事業でありますが、こ

の事業につきましては、平成27年度予算で860万

円としておりまして、平成26年度予算1,921万

7,000円に比べまして1,060万7,000円の減となっ

ておりますが、これはサービスを受けていた７名

のうち５名が就労移行の支援Ｂ型のほうに移るこ

となどによりまして、利用人数が減少したためで

ございます。 

 次に、就労継続支援給付事業でありますが、平

成27年度予算では１億0,736万9,000円としており

まして、平成26年度予算9,849万円に比べまして

887万9,000円の増となっております。これは特別

支援学校等を卒業して網走に戻ってきて就労Ｂ型

を新たに利用する者を含みまして、利用人数が増

加したことなどによります。 

 次に、共同生活援助給付でありますが、いわゆ

るグループホームでありますけれども、平成27年

度予算で１億5,561万5,000円としておりまして、

平成26年度予算8,587万1,000円に比べまして

6,974万4,000円の増となっております。これは国

の方針などもありまして、長期で精神科の病院に

入院している方が退院して地域のほうに戻るとい

うことで、グループホームに入居するということ

を今推奨しているということもございまして、グ

ループホームの増加の要因となっているものでご

ざいます。また、新たに市内に平成27年度に１施

設が建設されまして、９名分が増加することも見

込んでおります。特に、グループホームですけれ

ども、全道的に入所支援の施設が飽和状態にあり

まして、グループホームが実質、施設としての役

割を果たしていることもありまして、入居者が増

加しております。今後もこの傾向は続くものでは

ないかというふうに考えております。 

○金兵智則委員 細かい御答弁、ありがとうござ

いました。 

 うちの会派といたしましても、精神科を退院さ

れて地域で受入体制ということに関しては、強化

してほしいということを事あるごとに言ってきて

いると思いますので、この共同生活援助給付事業

がふえたことに関しては、いいのかなと思いま

す。 

 就労移行支援給付事業については人数の減と、

逆に就労継続支援給付事業については人数の増

と、予算を見させていただいている限り重い障が

いの方が多いというイメージがありますけれど

も、市としてこの予算額を見たときに、現状はど

のような状況かということについて見解を伺いた

いと思います。 

○酒井博明社会福祉課長 予算の現状を見ていき

ますと、やはりグループホームに入居する方がふ

えているというのは、歳出をふやす要因になるの

かと思います。総合支援法のサービスでは、グ

ループホームに入ると夜間のケアはグループホー

ムで受けるのですけれども、日中は、例えば就労

支援施設を使うとか、あるいは生活介護を受ける

とかで、日中の生活と分離して入居している方が

行動されるわけですけれども、この施設の入居者

によって、やはり日中生活分も比例してふえてく

るということはあるかと考えています。 

○金兵智則委員 この支援事業を使って、順次一

般就労へというふうに流れていってほしいと思い

ますけれども、先ほども就労の話で農業関係につ

いても門戸を広げていきたいというような御答弁

もありましたけれども、今年度からだったと思い

ますが、就労先の確保という面に関しても市とし

て強化してきているというふうに理解してきてい

ますけれども、現状はどのようになっているかと

いうことについてお伺いしたいと思います。 

○酒井博明社会福祉課長 実際に日中就労されて

いる方というのが、就労支援Ｂ型とかＡ型で就労

されている方が多いということで、特に知的障が

い者及び精神障がい者は、一般就労につながりに

くいという状況がございます。スーパーの惣菜担

当などとして勤務していますけれども、通常の肢

体不自由の方は一般就労もできるのですけれど

も、知的障がい者や精神障がい者については、ま

だ門戸が狭いというふうに考えておりますので、

新年度において実施する調査事業等を踏まえまし

て、それを拡大していきたいというふうに考えて

います。 

○金兵智則委員 御答弁理解させていただきたい

と思いますが、先ほども日体大のお話もありまし

た。就労に関しては、やはり今後きちんとした整

備が行われていくよう推移を見守りながら、違う

場面でもまた議論を進めていきたいと思います。 

 次に、廃棄物処理についてお伺いをしたいと思

います。今年度の予算を見せていただきました。

一般ごみ収集運搬事業及びリサイクル資源物収集

事業が、ここ数年で顕著にふえてきているという
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状況になっております。今年度に関しまして言え

ば、生ごみ分別堆肥化検証事業をやったからとい

うことでもないというふうに思いますし、ごみの

量が減ってきているということは、そういう認識

であったのですけれども、またごみが減ったから

この金額が下がるというものでもないと思います

けれども、金額的に結構大きな額が予算として増

額になっているというような感じがします。状況

についてお伺いしたいと思います。 

○梅津義則生活環境課長 ごみの収集と資源物収

集事業費の増額についてのことでありますが、

今、委員のほうからお話がありましたとおり、一

般ごみにつきましては、平成16年度の家庭ごみの

有料化以降、順調に減少を続けている状況であり

ます。また、資源物におきましても多少波はある

のですけれども、こちらも減少傾向にあるという

状況でございます。 

 しかしながら、こちらの事業費におきまして

は、ごみの収集量では変わるわけではなくて、必

要な収集人員、作業員ですとか収集車両、燃料費

等の金額を細かく積み上げて積算をしているもの

でございます。 

 基礎となる単価は、国土交通省が定めておりま

す労務単価ですとか、その時点での車両の燃料費

ですとか、車両損料を基本的に使っております。

そういった単価がここ数年上昇しているというこ

とで、こちらの事業費が上がっているという状況

になっております。 

○金兵智則委員 車の燃料代、人件費が積み重

なって値上がりしてきているということは、昨今

の状況を見て、いたし方ない部分もあるかと思い

ますし、分別堆肥化検証事業をやったから上がっ

たわけでもないということについては、理解させ

ていただきたいと思います。 

 それで、堆肥化検証事業なのですけれども、来

年度新たに、またもう１回検証事業を始めるとい

うことであります。今回は駒場と川向地区で行わ

れるということでしたけれども、基本的に今年度

やったことをベースに行われるのだと思いますけ

れども、まず、時期は、前回は９月から11月だっ

たというふうに思いますけれども、来年度行われ

る検証実験の時期についてお伺いしたいと思いま

す。 

○梅津義則生活環境課長 来年度の予定時期は、

７月から９月ということで、夏の暑い時期にやり

たいということで考えております。 

○金兵智則委員 ７月から行われるということで

すので、地域への説明は前回を踏襲すると４月ぐ

らいからもうすぐに始まるのかと思いますけれど

も、今年度行われた堆肥化事業でさまざまなアン

ケート調査もされたということで、新聞にも載っ

ていたと思います。その辺で、今年度の検証実験

を踏まえて、来年度に行われる部分では、こう

いった部分について違うのだという部分があれ

ば、お示しいただきたいと思います。 

○梅津義則生活環境課長 来年度行う部分で大き

く違うところは、収集車両を平成26年度はパッ

カー車という特殊な車両を使って実施したわけで

ございますが、来年度は平ボディ車というごく普

通のトラックにごみ箱を積んで、そちらで収集で

きないかというようなところを検証したいという

ふうに考えております。 

○金兵智則委員 車についての検証が、一つ加わ

る。車を変えてどうなるかというところも、にお

いに関しては気になるというところもありますけ

れども、そこもあわせて検証するというような理

解でいいのかと思いますけれども、そのほか袋の

提供方法ですとか、市民への周知、袋は多分黄色

い袋をまた使われるのかと思いますが、その辺に

ついては変わりないということでよろしいです

か。 

○梅津義則生活環境課長 袋につきましては、黄

色い袋を昨年度と同じようにつくりまして、それ

を各家庭に戸別に配布を行う予定をしておりま

す。 

○金兵智則委員 今年度検証されて見えてきた部

分もあるかと思いますけれども、この２年を踏ま

えて検証をもう一度されるのか、今年度も検証は

ある程度されていると思いますけれども、その辺

の状況について担当課の見解がありましたら、お

伺いしたいと思います。 

○梅津義則生活環境課長 今年度の事業でありま

すが、大きく目的としては何点かございます。 

 まず最初に、施設整備に向けて生ごみ堆肥化施

設を整備するということで、生ごみを分別すると

いうことを住民に知っていただくですとか、八坂

のごみ処分場を延命するですとか、シュレッダー

くずが副資材として使えるかどうかといったよう

なこと、先ほど言った黄色いごみ袋でカラス被害

がどうなるかといったこと、ほかにも検証したい
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ことが多々あって行ったわけですが、おおむね予

想していた部分もありますし、予想していなかっ

た部分もあったのですが、おおむね良好に推移し

たと考えておりまして、今後の生ごみ堆肥化施設

の設置に向けて、来年度以降という話もありまし

たけれども、その辺はまた平成27年度の状況を見

ながら判断をしていきたいと考えております。 

○金兵智則委員 だいたい検証結果については、

予想の範囲内だったというような御答弁だったか

と思いますけれども、それでも今年度もう一度実

施して、さらに検証結果を高めて生ごみ分別収集

事業に取り組んでいこうということだと思います

ので、今年度の事業の成果についても推移を見守

りたいと思っております。 

 続きまして、看護師・薬剤師確保対策事業につ

いてお伺いします。この事業は、今年度から始

まっている事業だというふうに思います。予算金

額的に今年度と来年度、同じ金額が計上されてお

りますけれども、まず今年度の実績についてお伺

いしたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 近年、医療ニーズの多様

化が高まるとともに、看護師・薬剤師などの医療

従事者が不足し、救急医療を含めた医療体制に深

刻な影響が生じることが懸念されるということか

ら、市内の医療機関におきましても看護師の不

足、看護体制の確保に苦慮されているという状況

をお聞きしまして、医療提供体制の充実・強化を

支援するものとして取り組んでおります。今年度

の実績につきましては、三つの医療機関におかれ

まして、薬剤師１名を含めた62名の方に御利用い

ただいております。 

○金兵智則委員 たしか１人当たり月２万円で年

間24万円を70人分ということで予算計上だったと

思いますので、おおむね良好かと思いますけれど

も、来年度見込みがもうおわかりでしたらお示し

いただきたいのと、昨年度の予算委員会でもお話

させていただきましたけれども、この１人月２万

円という金額についてちょっと微妙じゃないか

と、たしか試算的には時給800円のアルバイトを

週３日、２時間という計算方法だということだっ

たと思いますけれども、これをもう少しふやして

ほしいというような要望があったのか、その辺に

ついてもあわせてお伺いしたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 申しわけございません。

来年度の見込みといいますと、予算の見込みとい

うことでしょうか。 

○金兵智則委員 来年度は来年度になってみない

とわからないのかと思いますが、大体おおむね70

人をめどにということでやられているのだと思う

ので、多分70人ぐらいはいるのかというふうに

思っていたのですけれど。 

○林幸一健康管理課長 委員のおっしゃるとお

り、70名の御利用を見込んでの予算組みとなって

おります。 

 補助の２万円に対してのお話ですが、特に増額

に対してのお話はいただいておりませんので、こ

のまま継続できればということで考えておりま

す。 

○金兵智則委員 理解いたしました。たしか奨学

金に加えてこの補助が当たるというようなこと

だったと思いますので、その辺で皆さんに理解し

ていただいているのかなというふうに思います。 

 また、人材不足の問題に関して、取り組まれて

おります。以前から、会派としてあらゆる場面で

言っておりますけれども、在宅医療の重要性とい

うのが増してくるのではないかというふうに毎年

言わせていただいております。診療報酬改定の中

でも、在宅医療を強化するということがはっきり

と見受けられたと思いますので、この辺の在宅医

療の方向性についてもし今見解があれば、お願い

をしたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 在宅医療の関係に関しま

しては、斜網地域また北網地域の検討会議等にお

きまして、今後の重要な課題になってくるであろ

うということで、これから取り組みを協議してい

かなければならないというお話が各自治体からも

出ております。 

 在宅医療の関係は、医師の確保等の問題もござ

いますので、この辺は十分に近隣市町村とも協議

を進めながら、また医療機関とも連携を図りなが

らの進め方になるかと思いますが、あわせまして

介護福祉サイドとも連携を図りながら進めてまい

りたいと考えております。 

○金兵智則委員 医師を含めた医療従事者の不足

というのは長年の懸案で、今後、一朝一夕に解消

されるものではないということは私も理解してお

りますし、在宅医療については、別の機会に議論

させていただければと思っております。 

 続いて、子どもインフルエンザ予防接種助成事

業についてであります。これにつきましては、子
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どもがインフルエンザにかからないようにという

ことで、これは昨年から始まって来年度で３年目

になるかと思います。まず、昨年度の接種状況と

効果について、どのように捉えられているかお伺

いしたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 この事業に関しまして

は、平成25年度より実施しているところでござい

ますが、インフルエンザの感染予防、重症化を防

止し、学校などの集団における感染の蔓延を予防

することにより、学校・学級閉鎖を防ぐことを目

的に実施している事業でございます。 

 接種の状況についてでございますが、接種の回

数が１歳から12歳までが２回、13歳から15歳まで

が１回の接種でありまして、取り組みを始めまし

た平成25年度におきましては延べ6,093人、今年

度におきましては、前年度ほどインフルエンザが

流行しなかったこともございますが、延べ5,706

人の方が接種されております。 

 次に、効果についてでございますが、こちらは

小中学校における検証となりますが、今年度にお

きましては小中学校合わせまして、罹患者数が62

名と少なかったところでございます。平成24年度

と平成25年度における検証では、平成25年度は全

道的に見ると小中学校における罹患者数が約５万

人、平成24年度は約１万7,000人で前年度より３

万3,000人ほど多く、オホーツク管内においても

前年度より約1,000人多いという状況でございま

した。 

当市の小中学校における罹患者数は、平成25

年度約450人、前年度より150人ほど多い罹患者数

となっております。中学校におきましては、罹患

者数は前年度より57人多い中で、休校は１校延べ

４日間休校、学年閉鎖・学級閉鎖はなかったとこ

ろでありますが、小学校におきまして罹患者数は

前年度より90人多い中で、休校が１校減、学年閉

鎖が２学年の減、学級閉鎖が１学級減となってお

り、学年閉鎖などにおける延べ日数も減少してお

ります。こうしましたことから、前年度と比較し

ますと罹患者数が多い状況ではございましたが、

重症化を防ぐといった意味では十分に取り組んだ

効果があったと思っております。 

○金兵智則委員 私自身も、今シーズンは学級閉

鎖・学年閉鎖、学校が休みになるという話は余り

聞かないと思っていたところなので、一定程度の

効果があるというふうに思います。 

 それで、インフルエンザの予防接種なのですけ

れども、昨年もお伺いさせていただいておりま

す。１歳から15歳までが対象年齢というふうに

なっております。インフルエンザは、６カ月以降

は受けられる状況となっております。日本では、

なかなか１歳以下では抗体ができづらいから効果

が余りわからないといったようなこともあって、

１歳以上というふうに網走市としてもしているの

かと思いますけれども、自治体によっては６カ月

以上ということになります。また、予算的には多

分、６カ月から１歳の子どもをふやしても十分予

算内でやっていけるのではないかと思いますけれ

ども、予測ということになると思いますが、１歳

未満の対象人数がどれぐらいいらっしゃるか、も

しわかればお答え願いたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 １歳未満ということなの

ですが、おおむね出生の関係は300人程度となっ

てございます。６カ月ということであれば、簡単

に言えば150人程度になるかと思います。 

○金兵智則委員 150人がもし２回受けられて

も、300回がふえるのだと思います。昨年度は前

向きな御答弁をいただいていたというふうに思っ

ていたのですが、今年度も１歳以上だったという

ことですけれども、その辺についてどのような見

解があってこうなったのかお伺いしたいと思いま

す。 

○林幸一健康管理課長 ６カ月児からの接種につ

きましては、専門の医師にお話を伺いました。１

歳までのお子さんはまだ母体の免疫を備えてお

り、ワクチン接種を受けることによる効果が薄い

ことから、接種についての積極的な勧奨はしてい

ないということでございました。こうした助言も

ございましたことから、引き続き現行の対象のま

まインフルエンザにおける助成を実施するととも

に、重症化の防止、感染拡大の防止効果の観点か

らも、予防接種の助成事業について周知に努めて

まいりたいと考えております。 

○金兵智則委員 日本の先生方がそのように推奨

しているというのは、私も認識しております。欧

米では６カ月以上を推奨しているのですけれど

も、日本小児科学会は１歳以上でということに

なっているというのは認識しております。これ

は、日本と欧米で打つ量にも違いがあるというの

も原因なのかということで、この辺はまだ調査段

階なのかなというふうに思いますけれども、逆
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に、日本では６カ月から１歳の人たちを推奨して

いないかわりに、家庭内に持ち込まないように家

族の接種を推奨しているといった部分もありま

す。１歳未満の方々が約300人ということですの

で、両親がいると考えれば600人。この方々を例

えばインフルエンザの助成対象に加えるというよ

うな考え方を持っていいのではないかと思います

けれども、いかがでしょうか。 

○後藤利博市民部長 今のお話によりますと、両

親といいますか成人の方へのインフルエンザの予

防接種の助成ということであると思いますけれど

も、現在、成人の方への予防接種というのは、意

外と加入されております保険者の方からの助成と

いうことで利用されている件数があると思いま

す。そのような形で実施されているということで

ございますので、現時点では、子どもをお持ちの

御両親の方を特定してという助成については、特

段考えてございません。 

○金兵智則委員 なかなか難しいという御答弁で

ありましたけれども、小さいお子様が高熱を出し

たときには脳疾患につながる可能性も大きくな

る、重症化も見受けられることもあるというよう

な報告もありますので、今後研究をしていただけ

るよう、違う機会でまた述べていきたいと思いま

す。 

 最後に、新規事業であります、胃がんリスク検

診体制構築事業についてお伺いします。胃がんの

発生の最大の要因と言われております、検査での

ピロリ菌の早期発見と除去を効果的に実施するた

めに、検査の方法を検証するというようなこと

だったと思いますけれども、この事業についても

う少し詳しく御説明をいただきたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 御承知のとおり、ピロリ

菌を除去することで胃がんが予防できることが明

らかとなりまして、ピロリ菌の早期発見と除去に

向けた取り組みが少しずつ広がりを見せていると

ころでもございます。 

 検査方法につきましては、尿素呼気検査、尿検

査がございまして、ピロリ菌による病気の確実な

予防には、感染早期の中学生、高校生に検査を実

施し、除菌することが一番効果的であるとされて

おります。 

 平成27年度におきましては、基本的な対象学年

の決定、検査方法について、検査体制の検討な

ど、検査実施に向けた体制構築の期間としまし

て、年度内に検査実施に向けた保護者周知が行え

るよう取り組んでまいりたいと考えております。 

○金兵智則委員 中学生、高校生、どの年代にな

るのか、中学生から一学年、高校生から一学年な

ど、そういうこともあわせて検討していくという

ことと、年度内に検査を実施するというのを目標

に、保護者への説明もしていきたいということで

ありました。先ほどの説明では尿検査と呼気検査

でしたが、便検査というのも多分あるのかと思い

ますけれども、その辺もあわせて検討していくの

かと思います。保護者への説明というのは、多分

今後検査をしていく上で大変重要だというふうに

思いますし、また、ピロリ菌の検査を網走市で始

めるということをもっと広く市民の方に周知して

いただいて、ピロリ菌が胃がんの発生リスクで、

こんな検査をすればということが知れ渡っていけ

ば、市民の方にも波及していくと思います。 

 また、ピロリ菌の検査に関して、ピロリ菌の胃

がんとのかかわりについて講演されている先生も

たくさんいらっしゃると思います。例えばそうい

う方々を呼んでシンポジウムを開催するなど、ピ

ロリ菌は家族間で感染することも多いというよう

なこともありますので、保護者だけでなくてもっ

と広く知れ渡るような周知方法ということを検討

していただきたいというふうに思いますけれど

も、見解をお伺いしたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 委員の御指摘のとおり、

ピロリ菌に関しましては、一応今のところ中学

生、高校生を対象に検査実施ができないかという

ことで考えておりますけれども、保護者、また市

民におかれましても、ピロリ菌に対する知識を習

得していただくということは、非常に大切なこと

だと思います。御指摘のありましたフォーラム

等、あるいは研修会等も含めまして、実施できな

いかどうかを検討してみたいと思います。 

○金兵智則委員 広く市民に知れ渡るような方法

を検討していただきたいということを要望しまし

て、私の質問を終わりたいと思います。 

○渡部眞美委員長 次。 

○山田俊美委員 私のほうからは、二つほど質問

をさせていただきます。 

 まず１点目は、高齢者等除雪・融雪サービスの

件であります。ここ数年降雪の量が多く、一般市

民も除排雪が困難な状況にありました。高齢者で

あれば、さらに厳しい状況にあるということであ
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ります。本事業は、このような状況におきまし

て、高齢者にとってはありがたい制度ではありま

す。しかし、この制度の周知はどの程度されてい

るかわかりませんが、そこで制度の概要について

お伺いいたします。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 高齢者等除雪・融雪

サービス事業についてでありますけれども、緊急

時の避難通路の確保及び外出のための通路の確保

により、高齢者の生活不安を解消するといったこ

とを目的といたしまして、65歳以上の高齢者、ま

た重度身体障がい者で構成される前年度市民税が

非課税の世帯を対象に実施をしております。 

 利用者負担につきましては、シルバー人材セン

ターに委託の部分についてお話しますと、利用者

負担は30分で50円、除雪範囲につきましては利用

者宅の玄関から道路までの通路の確保、サービス

の利用に当たりましては市に申請することが必要

となり、申請した際にチケットを購入していただ

いて事業サービスを受けるというような内容に

なっております。 

 実施方法につきましては、除雪が必要になった

場合、担当者が決められますので、その担当者の

方に除雪をお願いをして来ていただいて、実施後

チケットに押印をしてお渡しするというような内

容になっております。 

○山田俊美委員 今の御説明で、わかりました。

今回、ことしの雪の降る状況では、利用者が例年

よりもふえたと思われますが、ことしの利用状況

はどのような形になっていましたか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 サービスの利用状況で

ございますけれども、平成25年度の実績で181世

帯が利用されまして、延べ3,228回の利用回数と

なっておりましたが、今年度につきましては、週

末ごとの大雪ということもございまして、その部

分が影響して増加するのではないかという見込み

でございます。 

○山田俊美委員 わかりました。多分、ことしは

相当数利用状況があるのではないかというふうに

思います。 

 そこで、少し疑問なのですけれども、本事業に

おいて、マンション・アパート等の集合住宅は原

則として利用ができないとなっております。この

原則の例外というのはあるのかどうか、それから

マンション・アパートのオーナーが除雪する場合

もあるのですけれども、しないオーナーも結構い

るようであります。一律にこれができないという

ことは少し不便ではないかと思われるのですけれ

ども、この辺の見解と、また公営住宅に住む高齢

者の方も原則として利用ができないのではないか

と思うのですけれども、その辺はいかがでしょう

か。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 集合住宅等の除雪の問

題でございますけれども、集合住宅につきまして

は利用者以外の入居者がおられるということで、

共用スペースの取り扱いが大変難しく、その部分

については本来入居者の共助によって実施してい

ただく、また公営住宅につきましては、自治会な

どにおける実施が望ましいというような判断をし

ておりまして、原則できないこととしておりま

す。 

○山田俊美委員 今の説明は、わかります。要す

るに、アパート等については健常者も含めて複合

的にいますので、なかなか制度を利用するという

のは難しいということだと思います。主に高齢者

の住む一軒家が中心になっているわけであります

が、公営住宅でも、古い公営住宅であれば高齢者

が多く、その中にほとんど高齢者であるという場

合であれば対象になるケースもあるのですけれど

も、中に入っている年齢等を把握しづらいかどう

かわかりませんけれども、その辺が私たちが懸念

するところであります。一般的には、近所に元気

な人がいて、体の弱い人がいればやってくれてい

るケースが多いのですけれども、現状で古いア

パートで役所で把握していて、やってもいいとい

うような場所などはあるのでしょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 例外のケースですけれ

ども、過去に４戸建てのアパートがありまして、

アパートが老朽化してほかに入居者がいなくて高

齢者が１人で住んでいるというケースがありまし

た。そういった場合には、共用スペースもないで

すし、共助ということも難しいでしょうから、実

施したケースは過去にございます。 

○山田俊美委員 わかりました。大して多くない

状況であるということもわかりました。最近、公

営住宅が新しくなっていますので、そういうこと

もだんだんなくなってきているというのは感じて

おります。 

 その中で、本事業を知っていても、利用してい

ないお年寄りもたまにはいます。私が近所を歩い

ていると、「冬場の運動だから、私はこの制度を
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利用しないのですよ」というお年寄りがいまし

て、除雪を頑張っているというケースもありま

す。そこで、そのお年寄りから言われたことなの

ですけれども、実は玄関までの除雪は自分でもで

きるから頑張りますよと、ところが、歩道のとこ

ろは市役所が除雪してくれて自分の家まではオー

ケーなのですけれども、道路に機械で除雪された

雪がたまっていて真っすぐ道路を横断できないと

いうようなケースがあるのですが、そこはやはり

道路だから対象にならないと言われたという話な

のです。この辺の解決方法は若干あるのかと思う

のですけれども、その辺の見解はいかがでしょう

か。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 除雪範囲の拡充といっ

たことでございます。過去にも除雪範囲の拡充

や、除雪車が通過後の間口の除雪といったことで

要望があるのですが、この除雪サービスの趣旨と

いうのが、緊急避難通路の確保、やはり高齢者が

閉じこもるというようなことを早急に改善したい

というのが趣旨で行っております。 

 現在、シルバー人材センターの会員が大体45名

ぐらいで対応しているのですが、実際に除雪サー

ビスを受けている方、登録されている方は200世

帯ほどありますので、緊急的な場合を考えたとき

に、やはり迅速に１件にかける時間を短縮して複

数件を対応しなければならないということもござ

いますし、また、シルバー人材センターの会員さ

んということですから既にシルバー世代というこ

とで、やはり除雪範囲の拡充ですとか、路肩のか

たい雪といったものの除雪は少し難しいのかなと

いうような判断をしております。 

○山田俊美委員 わかりました。除雪は非常に大

変で、私も近所であれば手伝ってあげたいのです

けれども、自分ですら大変なところがありまし

て、お年寄りには自分で頑張るという人もたくさ

んいます。この話を聞いたのは、バス停の近くに

出るのにぱっと道路に出たいというような話が

あったようですから、今後そういう場所を研究す

る余地があるかと思いますので、その辺をまた研

究していただきたいと思います。 

 そこで、委託業者のことですけれど、先ほどシ

ルバー人材センターとおっしゃったのですけれど

も、ほかに町内会で委託しているという箇所があ

ると思いますけれども、町内会で委託していると

いうのはどのようなことなのかと思うのですけれ

ど、いかがでしょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 町内会の委託の関係で

ございますけれども、地域コミュニティーの推進

ですとか、また日常的な安否確認といった趣旨

で、現在９団体の町内会に委託をしております。 

○山田俊美委員 市のほうで委託を依頼している

という形なのかというような感じですけれども、

例えばうちの町内会でもやってみたいというよう

なことがあれば、受け入れてやるということで

しょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 除雪の町内会への委託

につきましては、市の広報紙などを通じて周知は

しておりますが、なかなか伸びていない状況であ

りますけれども、町内会のほうで取り組みたいと

いう意向があれば、これから高齢化が進む中で大

変有効な社会資源であるというふうに考えており

ますので、受けていきたいと考えております。 

○山田俊美委員 わかりました。いい制度だとい

うことはわかったのですけれど、私もちょっと認

識不足で、ことし市の広報等を見て、初めてこう

いう制度があるのだというふうに思ったので、ぜ

ひ町内会単位で広げていければもっといいと思っ

ております。そこで、制度の対象の利用者ですけ

れども、65歳以上の高齢者のみの世帯はわかりま

すが、重度身体障がい者のみの世帯ということも

書いてあるのですけれども、この辺の利用の状況

はあるのでしょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 事業の対象が65歳以上

の高齢者、また重度身体障がい者で構成される世

帯というふうになっております。ほとんどが65歳

以上の高齢者で構成された世帯ということで、重

度身体障がい者のみで構成されている世帯での現

在の御利用はないというふうに記憶しておりま

す。 

○山田俊美委員 わかりました。この制度は、こ

れからはどんどん重要な制度でありますので、こ

の辺は町内会等に周知を少しでもできればいいと

思います。以上で、この質問については終わりま

す。 

 次に、交通費の助成関係についての質問なので

すけれども、交通費の助成として障がい児児童に

対する交通助成のほかに、高齢者の皆さんが積極

的な社会参加と健康増進を図るため、市内に事業

所を有するバス・タクシー会社の運行範囲で使用

できる交通の助成券を交付しますという交通助成
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事業というのがあるのですけれども、本事業の予

算は資料が手元にないので不明ですが、この概要

というのはどのような形でしょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 高齢者交通費助成事業

でございますけれども、高齢者の社会参加といっ

たことを目的といたしまして、70歳以上で前年度

市民税が非課税の方に、一律5,000円の助成券を

交付しているところでございます。事業実施は平

成４年度からになりますけれども、当時はバスの

利用のみということで御利用いただいていたので

すが、平成12年度からハイヤーの利用も可能とし

たということになっております。 

○山田俊美委員 わかりました。結構歴史のある

事業でありまして、それがバスからハイヤーと時

代の流れに応じてこのようになったのだと思いま

す。 

 本事業におきまして、私も議員なので高齢者の

ところを含めていろいろなところを歩いて話を聞

くことがあるのですけれども、この事業の本来の

目的は、積極的な社会参加及び健康増進のための

交通費の助成というふうになっているのですけれ

ども、最近はそういう認識よりも、病院への通院

のための助成だと思っている人が案外多くて、タ

クシー代としては足りないなど多少の不満は聞か

れるのですけれども、ただ、納税をしなくてもこ

ういう助成を受けられることについては、感謝し

ていますということでありました。 

 それで、この事業は先ほどおっしゃったのです

けれども、平成４年からやっているということで

すが、この長年の歴史の中で目的外使用というこ

とに定着しているような雰囲気があるのですけれ

ども、本当に社会参加、健康増進のための助成と

いう形はうたっているのですけれども、少し制度

の受けとめ方が変わってきているのかと思うので

すけれど、その点はいかがでしょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 利用内容につきまして

は大変把握が難しい状況でございますけれども、

通院の際に友人宅を訪れるとか、また行事や公共

施設に出向くだとか、さまざまな利用方法があろ

うかと思いますので、一概に目的外使用といった

判断にはならないというふうに考えております。 

○山田俊美委員 確かに、病院のついでに体育館

に行くとかということもあるのかもしれませんけ

れど、高齢者向けではあるので、今聞いている範

囲の中では、なかなかそういうケースはないので

はないかと思います。それで、こういったいい制

度はあるのですけれども、少し見直しも必要かな

というような気がしますので、その辺を機会があ

れば検討していただきたいと思っております。 

 そこで、もう一つ、歩いていてよく言われるこ

との一つなのですけれども、郊外に住んでいる方

はタクシー・バスがないと。そういうときによく

言われるのは、ガソリン券の要望というのがある

ようです。そこで、バスもタクシーも通っていな

いので、近い将来使ったほうがいいのではないか

というふうに思われますが、この制度のやり方と

しては、例えばプレミアム商品券を今回発行しま

すけれども、そういった方法も一つの方法ではな

いかと思いますが、その辺についてはどのように

お考えでしょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 ガソリン券の支給とい

うことでございます。過去にもこういった要望が

あったことは記憶はしておりますけれども、地域

によって条件の相違により不便が生じているとい

うことは理解できますが、郊外地区におきまして

も、車を所有していない方ですとか、車をみずか

ら運転できない高齢者もいることなどさまざまな

状況があり、プレミアム商品券というような方法

も一案としてあろうかと思いますけれども、どの

ような設定が必要で利用者全体にとって公平とな

るのかということは大変難しい判断であろうかと

思います。 

 ただし、今後高齢化が進む中で、やはり高齢者

の足の確保は大変重要なことになろうかと思いま

すので、地域公共交通庁内連絡会議ですとか、ま

た地域公共交通活性化協議会での公共交通のあり

方の部分の意見も踏まえながら、不便地域や公共

交通の空白地域における交通体制も考えながら、

また、制度の内容も含めまして、総合的に判断し

て整理してまいりたいとは思いますけれども、当

面は現行で継続していきたいというような考え方

でおります。 

○山田俊美委員 わかりました。満遍なく制度を

利用してもらうということはなかなか難しい課題

だと思いますけれども、その点、町内会の中とか

いろいろな会合で皆さんも接触があると思いま

す。私もいろいろ聞いておりますけれども、その

中でよりよい方法、案を出して制度をうまく利用

できるような形にしていただきたいということ

で、私の質問を終わります。 
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○渡部眞美委員長 ここで、昼食のため休憩をい

たします。 

 再開は、午後１時といたします。 

午前11時57分休憩 

午後１時00分再開 

○立崎聡一副委員長 委員長を交代します。 

 休憩前に引き続き、再開をいたします。 

 質疑を続行いたします。 

○古都宣裕委員 早速、質疑に入らせていただき

ます。 

 46ページの臨時福祉給付金事業について、お伺

いいたします。平成26年度が１億0,257万円とい

うことで、消費税が５％から８％になったときに

対する国の補助で始めた事業であったと思うので

すけれども、継続して本年も国の補助金ではあり

ますけれども、ついている理由についてお伺いい

たします。 

○酒井博明社会福祉課長 臨時福祉給付金でござ

いますけれども、平成26年度の臨時福祉給付金に

つきましては、委員おっしゃるとおり、５％から

８％の引き上げに伴いまして、所得の低い方、市

民税等の均等割が非課税の方に対しまして、１万

円を支給いたしました。また、老齢基礎年金や障

がい者年金などの受給者の方には、さらに5,000

円を加算して支給したところでございます。 

 今年度に臨時福祉給付金を再び行うという理由

につきましては、前回の平成26年４月から平成27

年９月までの18カ月分の影響緩和ということで、

今回につきましては、その後の平成27年10月から

平成28年９月までの１年間の影響緩和という考え

方で、低所得者に対して6,000円を支給するとい

う形になっております。これは国の政策でござい

まして、この事業につきましては支給対象者を

6,000人としているところでございます。 

○古都宣裕委員 内容については、大変よくわか

りました。しかしながら、これから国も増税で10

％を目指しているということもありまして、今こ

れは臨時的に困窮者に対して給付する事業という

ことなのですけれども、増税の目的からすると、

だんだんこういった臨時給付金はなくなっていく

と思います。それに対しては、どのようにお考え

になっていますか。 

○酒井博明社会福祉課長 消費税が上がるという

ことで、今回は５％から８％で３％上がったと、

次回は２％の上昇という形になりますので、国の

ほうでそれで激変緩和の措置をとるかどうかとい

うことになりますけれども、国の政策ですので私

どものほうにその後の方向性など、まだ示されて

いるものは何もありませんので、基本的には国の

動向に従ってこれを進めていくという形になるか

と思います。 

○古都宣裕委員 国の動向ももちろんなのですけ

れども、実際にそのときに割りを食うのは住んで

いる市民であり、生活している国民であるという

ことを理解した上で、そうなったときにも何らか

の対策を求められる可能性も考慮した上で、事業

というものに取り組んでいただきたいと思いま

す。 

 次に、自立相談支援事業とあるのですけれど

も、これの内容についてお伺いいたします。 

○酒井博明社会福祉課長 自立相談支援事業でご

ざいますけれども、この事業は生活に困窮された

方の相談支援を行うために９月に補正いたしまし

て、網走市社会福祉協議会に委託いたしまして昨

年の12月からこの事業を実施しております。現

在、担当職員を２名配置しておりまして、相談支

援業務を行っているところでございます。事業の

実績につきましては、２月末現在で12件相談をい

ただいております。内容につきましては、失業や

傷病、引きこもりなど、さまざまな要因に及んで

いるところでございます。 

○古都宣裕委員 内容については、大変よくわか

りました。この事業の内容として考え、捉えるに

当たっては、生活保護になる直前の方々に対する

支援だと思うのですけれども、さまざまな要因が

あって生活困窮者となっている方々だと思いま

す。その方々に仕事を用意しましたからすぐ働け

ますかとなると、なかなか厳しい部分もあるので

はないかと思いますので、しっかりと寄り添った

形で働けるような状態というのをつくっていって

いただければと思います。 

 次に、障がい者理解促進啓発事業とあるのです

けれども、これは継続してやっているのですが、

網走は今後日体大等の受け入れに対して、もっと

障がい者理解を促進するべきであると私は考える

のですけれども、その観点から考えると、同じこ

とに同じ予算がついているのですけれども、逆

に、拡充した上でもっと広く市民に知ってもらう

必要があるのではないかと考えるのですけれど

も、いかがでしょうか。 
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○酒井博明社会福祉課長 障がい者理解促進事業

につきましては、今での取り組みとしては、一つ

目として障がい者の就労の実態とか、障がい者の

特性、各種助成制度とかジョブコーチ制度などを

周知することによって、障がい者の就労の受け入

れ先を図るために、障がい者というものを市民の

皆さんに理解してもらうということも含めまし

て、障がい者就労支援講習会を４回開催したとこ

ろでございます。 

 二つ目としては、障がい者同士が夢を語るお茶

会というものがありまして、これはそれぞれ違う

障がいを持っている方に対する理解を促進して、

障がい者が自由に談話を楽しむ場所を設けるため

に、あるいは、障がい者側が自由に意見を述べる

ことができるように、そういう人材も育成するた

めに開催したもので、昨年は延べ31名に参加いた

だいて、こういう会を催したところでございま

す。 

 また、直接予算には関係しないのですが、年４

回市の広報にバリアフリーについての特集ページ

を掲載したり、市内の中学校で総合学習の際に心

のバリアフリーについても授業を行っているとこ

ろでございます。ふれあい広場の会場などでは、

障がい者差別解消のパンフレットの配布なども

行って理解を促しているところでございます。 

 今後の拡充ということになりますけれども、今

述べたような事業は、障がい者総合支援法に基づ

く障がい者への理解の促進事業ということで行っ

ているのですけれども、具体的な内容につきまし

ては、網走市の障がい者の自立支援協議会という

ところで、皆さんで議論をしているところでござ

います。新しい事業を今後拡充するということも

必要性はあると思いますので、今後また自立支援

協議会の中で、メンバーは障がい者の親、障がい

事業者の関係者の方とか、深いかかわりを持って

いる方で構成されているのですけれども、これら

の方と協議しながら可能な範囲で実施していきた

いというふうに考えております。 

○古都宣裕委員 内容については、大変よく理解

できました。しかしながら、理解というのも、普

通に暮らしてなかなかかかわりを持つことが難し

い市民の方々に、いかに理解をしてもらって受け

入れ体制を整えていくかということが、今後重要

な課題になってくると思いますので、しっかりと

その辺の部分も話し合った上で検討していってい

ただきたいと思います。 

 次に移ります。早期療育推進事業についてお伺

いします。ちょっと内容は細かいのですけれど

も、昨年度の予算としては1,583万2,000円だった

のですが、今年度は200万円ほどふえているので

すけれども、その理由についてお伺いいたしま

す。 

○野呂俊広子育て支援課長 現在、こども発達支

援センターの職員は６名で運営をしているところ

でございますが、嘱託職員の人件費の計上につい

て、昨年は職員課での予算を計上していたとこ

ろ、こちらの子育て支援課の予算のほうに移した

ということで200万円の差となっております。 

○古都宣裕委員 そこは、理解させていただきま

す。 

 次に、ジョブコーチ養成研修費補助金とあるの

ですけれども、昨年が45万円だったのに対して15

万円減とされているのですけれども、これの内容

についてお伺いいたします。 

○酒井博明社会福祉課長 ジョブコーチ養成研修

補助金は、網走市内にジョブコーチが不足してい

るということで、これを育成するための補助とし

て行っているものでございます。 

 具体的には、この研修は東京都や名寄市等で

行っているのですけれども、基本的には東京まで

行くということを想定しながら１人15万円の予算

を立てているところでございます。とりあえず３

名を育成するということを目標にしておりまし

て、昨年１人ジョブコーチの研修を終えて、今従

事されている方がいます。残り２人ということに

なるのですけれども、この２人分で15万円掛ける

２ということで30万円の予算を計上しているとこ

ろでございます。 

○古都宣裕委員 ジョブコーチということで、障

がい者の就労支援に大変役立ってくれる方々だと

思います。あと２人ということで30万円というこ

となのですけれども、当初の予算どおり３名ジョ

ブコーチが生まれたときに終わってしまうものな

のでしょうか。もっとたくさんの方にジョブコー

チとなっていただくように継続していくべき事業

だと私は思うのですけれども、どのようにお考え

なのでしょうか。 

○酒井博明社会福祉課長 今、障がい福祉のほう

では、新年度に就労の拡大の調査事業も行うとい

うことも考えておりまして、障がい者が就労でき
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るような環境を整えていこうと考えております。

このジョブコーチの育成の事業につきましても、

残り２人が達成されたから終わりということでは

なくて、できる限り続けていきたいというふうに

考えております。 

○古都宣裕委員 わかりました。ぜひ続けていた

だきたいと思います。 

 次に、障がい児児童給付事業とあるのですけれ

ども、児童発達支援給付金については、ほぼ横ば

いの予算がついておりまして、その下の放課後等

デイサービス給付事業については、昨年よりも大

体300万円ほど増という形になっていますけれど

も、その内容についてお伺いいたします。 

○酒井博明社会福祉課長 それぞれの事業の内容

ですけれども、放課後デイサービス事業につきま

しては、学校に通っている障がい児の方を対象に

して、日中の生活のサポートをするという事業で

ございます。 

 もう一つが、児童発達支援給付事業というのが

ありますけれども、これは就学前の児童を対象に

しているものでございまして、これらにつきまし

ては、日中の支援事業という形で展開しているも

のでございます。 

○古都宣裕委員 内容については、大変よくわか

りました。しかしながら、最近、発達障がいと呼

ばれる人たちがふえてきているのが現状でありま

す。それによって、サービスの利用者がふえて

サービス自体の質が低下しないように、人の配置

などをしっかりとした上で運営していただきたい

と思います。 

 次に入ります。先ほども質問がありましたけれ

ども、高齢者交通費助成事業とありますが、昨年

も質問させていただいたのですけれども、住んで

いる地区によってサービスに公平性を欠くのでは

ないかというお話をさせていただいております。

それについて、市内に住んでいる人が5,000円だ

と、何度か買い物等に行けたりとか移動できたり

する部分に対して、郡部に住んでいる方だと１回

往復したらそれで終わってしまうのではないかと

いう部分があるのですけれども、公平性について

はどのようにお考えでしょう。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 高齢者交通費助成事業

についてでございますけれども、網走市につきま

しては、広範囲に居住形態が散居化している地域

構造で、不便地域や公共交通の空白地域があると

いうことで、地域によっては条件の相違により不

公平感が生じているということは理解されますけ

れども、居住する地域や個々の状況で外出頻度や

行き先などが変わってくる、さまざまな状況があ

るということで、それぞれに利用条件に違いがあ

るというふうに認識しております。また、助成額

につきましては、地域をどのように線引きし、ど

のような金額を設定すれば利用者全体にとって公

平となるのかということは、大変難しいというふ

うに判断をしております。 

○古都宣裕委員 例年何度も同じことを言わせて

いただいているのですけれども、例えばタクシー

等に乗る回数を制限した上で、利用者に最初のワ

ンコインですとか、初乗り運賃だけを負担しても

らった上で回数制限をするなどという形にすれ

ば、同じ回数ということで公平感が生まれるので

はないかなど、いろいろなやり方はあると思うの

ですけれども、そういった部分に対しての調査

は、検討事項には入らないのでしょうか。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 全道各市の状況なども

見てみますと、さまざまな方式で実施されている

ところでございますけれども、先ほどの答弁でも

お話ししましたけれども、これからまた高齢化が

進むという中で、やはり公共交通の確保ですとか

高齢者の足の確保、またこの制度の内容も含めま

して、総合的に判断していきたいというふうに考

えております。 

○古都宣裕委員 どこまでのデータを持っている

かもわからないのですけれども、例えばバスを利

用する方ももちろんいらっしゃると思うのですけ

れども、高齢者交通費ということで年齢層が高い

方と考えると、主にやはりハイヤーとかタクシー

がメインになってくると思うのですけれども、そ

ういった人たちに対していかに利用してもらう

か、出かけてもらって健康な笑顔でいてもらうか

ということが趣旨だと思うので、そういった部分

で考えて、郡部に住んでいるからといってサービ

スの差異が起きないような形で実施、検討して

いっていただけたらと思います。 

 次に入ります。次は、児童健全育成事業の中

で、前回ガイドブック等の作成とあったのですけ

れども、その中で、発達障がいについての分も加

えてほしいという話をしておりましたけれども、

それについてはどのようになっていますでしょう

か。 
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○野呂俊広子育て支援課長 子育てガイドブック

の発達支援の形態ですね。昨年、子育てガイド

ブック「ぴゅあ」の改訂を行うということで、発

達支援について掲載しようというふうに考えてご

ざいましたが、旧「ぴゅあ」のページ数が32ペー

ジで、予算で36ページにページをふやしてさまざ

まな健康相談ですとか、そこら辺の部分も含めて

検討したところ、紙面の予算の都合と事業の量の

多さから、子ども発達の支援についての掲載はで

きなかった状況にございまして、今後の子育てガ

イドブック作成時に掲載していきたいというふう

に考えております。 

○古都宣裕委員 今後の掲載についてなのですけ

れども、具体的に次の検討というのはいつごろに

なるのでしょうか。 

○野呂俊広子育て支援課長 昨年度も御説明させ

ていただきましたが、「ぴゅあ」の改訂を昨年行

いまして、また、平成27年度から子ども・子育て

支援新制度という新しい制度が始まりますことか

ら、おおむね１年後を予定してございます。 

○古都宣裕委員 載せていただけるということで

お話を伺っていますので、ぜひとも来年度の予算

の中ではそういった形も含めてしっかりと載せて

いただいて、理解促進につなげていってほしいと

思います。 

 次に、児童館管理運営事業についてお伺いしま

す。同じく昨年も聞いたのですけれども、児童館

自体が大変古くなってきております。こちらの建

てかえや耐震性についての考えをお伺いいたしま

す。 

○野呂俊広子育て支援課長 児童館の建てかえ、

老朽化の指摘は以前からございまして検討を進め

てきましたが、これらの整備がおくれていたこと

については、平成22年ごろより都会の待機児童が

社会問題となって、幼保一元化の動きなどがあり

まして、子ども・子育てに関連する制度がこれか

ら大きく変わろうということで、その状況を注視

してまいりました。 

 このたびの子ども・子育て支援新制度が平成27

年度から稼働し、一定の道筋が見えてきたという

ふうに考えておりまして、現在老朽化した児童館

の建てかえについては、どのような形で整備して

いくのかを鋭意検討中でございます。 

○古都宣裕委員 人口推移的な問題も多分に考え

なくてはいけないとは思うのですけれども、大体

どれぐらいのスパンを見込んで、検討自体を何年

くらいした上で、建てかえ自体を何年後にしてい

こうというプランはありますでしょうか。 

○野呂俊広子育て支援課長 木造であるとか、Ｒ

Ｃ造りであるとか、建物の構造上によると思うの

ですけれども、その耐用年数が一つの目安になる

かと思いますが、今後の公の施設の総合管理計画

の中等の整合性を図りながら整備していきたいと

考えております。 

○古都宣裕委員 理解させていただきます。実

質、利用者の中から建てかえとか、新しくしてほ

しいという声も多いことから、今後、順次対応し

ていっていただきたいと思います。 

 次に入ります。次は、生活保護費の中から、就

労自立支援給付金事業の内容についてお伺いいた

します。 

○酒井博明社会福祉課長 就労自立給付金につき

ましては、生活保護を受けている方の就労による

自立を促進するために、就労収入のうち収入認定

された金額の範囲内で一定額を仮想的に積み立て

ることによりまして、安定した職業についたこと

により保護を必要としなくなったときに、自立資

金として支給しているものでございます。 

 生活保護が廃止になりますと、税や社会保険料

等がかかることになるわけですけれども、そうい

う負担を軽減して廃止直後の不安定な生活を支え

て、再度保護に至ることを防止することができる

という効果があるものと考えております。平成26

年度の支給実績は、１件で６万3,057円でござい

ました。 

○古都宣裕委員 一度生活保護になってしまう

と、職がないとかいろいろな理由の方もいらっ

しゃると思うのですけれども、なかなか次の職に

いくのが物すごく難しいという部分があります。 

 北海道近隣では釧路市などが積極的に取り組ん

でいて、全国初となるような取り組みもいろいろ

されていますので、そういった先進地から学んだ

上で、ぜひ生活保護から脱却できるような人たち

をふやしていただきたいと思うのですけれども、

その辺はどのようにお考えでしょうか。 

○酒井博明社会福祉課長 今、釧路市という場所

が出たのですけれども、釧路市は非常に生活保護

率の高い所でございまして、そういった意味では

自立支援等の取り組みが非常に進んでいる所でご

ざいます。その取り組みについてはいろいろ聞く
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こともあるのですけれども、今後そういう先進地

については視察をさせていただきまして、今後の

施策に反映させていきたいというふうに考えま

す。 

○古都宣裕委員 生活保護というもの自体が悪い

のではなく、生活保護になるような、困窮するよ

うな状態でないような社会であることが一番望ま

しいと思いますので、そういった意味も含めた上

で積極的に取り組んでいただけたらと思います。 

 次に入ります。24時間電話健康相談サービス事

業とありますが、昨年質問で、相談内容について

はどのように活用していますかという話をさせて

いただいておりますけれども、まずはその活用に

ついてどのようにしているかという部分でお話を

伺います。 

○林幸一健康管理課長 電話相談サービスにつき

ましては、平成25年５月より開始しているところ

でございます。ここ最近６カ月の御利用は、月平

均90件程度の御利用となっているところでござい

ます。委託先の対応といたしましては、医師・看

護師などの資格を有するスタッフが相談に応じて

いるところですが、相談内容といたしましては、

気になる体の症状、治療に関する相談、育児に関

する相談の順に、多い相談件数となっておりま

す。また、緊急を要しない判断に迷うようなとき

には参考になるとの御意見をいただいているとこ

ろではありますが、相談内容を含めた分析につき

ましては、現在、厚生病院と資料内容の活用方法

について精査を進めているところでございます。 

○古都宣裕委員 せっかく相談事業としてやって

いるということは、皆さん心配に思ったことを聞

いていると思います。そういったところで、どう

いったものの問い合わせが多いかということを積

極的に分析することによって、医療各方面とも連

携した上で、コンビニ受診の抑制につながってい

くと思いますので、そういった部分を積極的に取

り組んでいっていただきたいと思います。 

 次の質問に入ります。次に、３歳児検診と乳幼

児健診についてなのですけれども、何度もお話で

一般質問でも出ているのですけれども、３歳児健

診時に専門の方から見ていただくと、発達障がい

を見つけることができますという話も伺っていま

すし、私自身親御さんの会でそういったお話も聞

いてきました。早期に発見することによって大人

になったときに社会参画ができるというように、

育成状態によって社会との接し方というのが大分

変わってくるという話もあります。そういった部

分で、早期に発見するように専門家の方が現在も

網走に年に数回いらしていて、依頼があれば診に

来ますという話も聞いているのですけれども、行

政としても積極的にかかわって、専門家の方に積

極的に来ていただくように働きかけをしていくべ

きだと思います。 

 また、乳幼児健診なのですけれども、先ほど冊

子という話も出ていましたけれども、乳幼児健診

でも生まれた赤ちゃんを一軒一軒訪問していると

思うのですけれども、そのときに全ての小さなお

子さんをお持ちのお母さんに、発達障がいについ

ての冊子も一緒に配ることによって、一律に一般

市民の理解を高めることが大切ではないかと思う

のですけれども、その二点についてお伺いいたし

ます。 

○林幸一健康管理課長 ３歳児健診等におけます

幼少期の健診などにおきまして、保護者からの相

談を進めているところでございますが、障がいを

認めたくないとの思いから相談になかなかつなが

らず、発見が遅れてしまうケースもございます。

早期発見の重要性を示していくことが必要と考え

ているところではございます。 

また、幼児期のうちに医師による専門的な判

断や、保護者、保育士などが適切な支援策を講じ

ることが何よりなことと思っております。医療従

事者が不足している深刻な状況の中、専門的なス

タッフを確保していくことは非常に厳しい現状に

ございます。こうしましたことから、周知方法を

含め専門医のいる病院への橋渡しなどの拡大を含

めた取り組みを探ってまいりたいと思っておりま

す。 

 また、乳幼児健診等におけます周知方法という

ことかと思いますが、現在、母子健康手帳の中に

おきまして、困り事のある方は、まず家族で相談

された上で保健センター等に御相談をいただきた

いとの表現で記載をしているところでございま

す。これは意図して発達障がいという表現を使っ

ていない、という記載内容となっております。 

○古都宣裕委員 今のお話の中で、認めたくない

からというような話もあるのですけれども、それ

は暗に理解不足からくるところが大きいと思いま

す。乳幼児健診のときに意図して伝えていないの

ではなくて、意図してしっかり説明することに
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よって理解を得て、それで３歳児健診のときに早

目にわかりたいというふうな理解につながってい

くのではないかと思うのですけれども、その辺に

ついてはどのようにお考えでしょうか。 

○林幸一健康管理課長 委員のおっしゃるお話が

一点、確かにあるとは思います。ただ一方で、そ

ういう状況に置かれた方の心情ということも理解

した中で進めていかなければならないと思ってお

りますので、この件に関しては慎重に検討してま

いりたいと思っております。 

○古都宣裕委員 私は当事者の方からお話を伺っ

て話しているわけですけれども、まず、わからな

い状態の乳幼児のときに知っていただくという意

味で、あえてしっかりとした資料というものを作

成した上で、一番最初のお子さんの場合は、お母

さんにしっかりとそういったものに興味を持って

見ていただけると思うのですけれども、そういっ

たところで理解を深めていただくのが一番最初の

段階ではないかと思うのですけれども、それにつ

いていかがお考えでしょうか。 

○林幸一健康管理課長 先ほどもお答えいたしま

したけれども、小さいお子さんをお持ちの親御さ

んへの早い段階での周知というお話だと思いま

す。先ほどお答えさせていただきましたが、その

辺も含めまして検討してまいりたいと思います。 

○古都宣裕委員 検討していただけるということ

なのですけれども、具体的にどのような形で検討

していく予定でしょうか。 

○林幸一健康管理課長 検討に当たりましては、

実際に健診に当たりますのが保健師等になりま

す。ですから、保健師等が実際にお母さん方と接

する中で、どのような取り組みになるかは今はっ

きり申し上げられませんが、親御さんとのやりと

りの中でのことを考慮しながらの取り組みの進め

方になるというふうに思います。 

○古都宣裕委員 発達障がいという言葉自体も、

近年出てきたばかりでまだまだ理解されていない

ですし、本当に理解している方も少ないと思いま

す。その中で、関係ないからと言うのではなく

て、全ての人に理解してもらうということがまず

一番大事ではないかと思いますので、初期段階で

まず、お母さんになっている世代の人たちもまだ

まだ知らない世代だと思うのでそういった部分か

ら、あとは本当は学校教育の中でも、だんだんと

学んでいくべきことだとは思うのですけれども、

本当に全ての市民が理解できる優しいまちになっ

てほしいと思うので、そのように質問をさせてい

ただきました。以上で、私の質問を終わります。 

○渡部眞美委員長 次。 

○井戸達也委員 私からは幾つか質問の予定をし

ておりましたけれども、既に質疑された内容もご

ざいますので、一点に絞らせていただきたいと思

います。 

 先ほど質疑された子どもインフルエンザ予防接

種に関してですけれども、これは、ことしは暴風

雪等で学校等の臨時休校が続いて授業の実数等も

心配されたという部分で、例年によれば、冬場は

インフルエンザによる蔓延で学級閉鎖や学校閉鎖

が心配されるという部分で、ことしは非常に少な

かったということを確認させていただきましたけ

れども、蔓延を防ぐことに非常に効果的で減少し

てきていると、効果が大きく見られたという部分

は確認させていただきました。若干、接種率が低

いということもお聞きしましたけれども、今後、

これに向けて接種率を上げるための周知方法とい

うか、そういったもので何か具体策があれば教え

ていただきたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 インフルエンザは、せ

き、くしゃみなどによる飛沫感染が主な感染経路

でありまして、集団で生活している場合には、集

団発生、感染拡大の可能性も非常に高くなりま

す。こうしましたことから、具体的な周知方法と

いたしましては、広報あるいはホームページを

使った周知となっておりますが、引き続き予防接

種による重症化の防止、感染拡大の防止効果も含

めまして周知を図ってまいりたいと思っておりま

す。 

○井戸達也委員 周知方法に関しては、学校等と

も連携しながら周知に努めていただきたいという

ふうに、一つ要望としてお話しさせていただきま

す。 

 次に、がん検診を含んだ年３回によるミニドッ

クに関して、お聞きをしたいと思います。健康増

進を進める上で、健康プールにも大きな期待がか

かるところであります。年齢に限らないスポーツ

の振興とあわせて、また検診という部分も非常に

健康を維持していくために大切なことだと思うわ

けであります。このミニドック健診ですが、年に

３回ということですけれども、合計何人が受診し

ているかという受診率と近年の推移を若干確認さ
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せていただきたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 ミニドック検診における

主な検診内容はがん検診となりますが、現在40歳

以上の方を対象とした胃がん、肺がん、大腸が

ん、前立腺がん、女性の乳がん、二十歳以上の女

性を対象とした子宮がん検診を実施しておりま

す。 

 平成26年度の受診率につきましては、対象者が

約１万3,000人ほどで、胃がん検診が12.3％、肺

がん検診が14.9％、大腸がん検診が14.9％、前立

腺がん検診が６％、乳がん検診が5.7％、子宮が

ん検診が5.7％となっております。子宮がん検診

と乳がん検診は、ここ数年受診率は若干増加傾向

にございますが、そのほかのがん検診につきまし

ては減少傾向にございます。がん検診全体の推移

といたしましては、２年前からみると各検診とも

0.3％ほど受診率が下がっているところでござい

ます。 

○井戸達也委員 今お聞きしましたけれども、子

宮がん、乳がんのがん検診に関しては上がってい

ると、そのほかは下がっているという部分で、上

がっているにしてもまだ5.7％と低い受診率なの

かというふうに思うところでありますけれども、

受診率を上げていくために何か工夫というか考え

があれば、お聞きしたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 市が実施いたしますがん

検診につきましては、広報や「みんなの健康」、

市のホームページなどによる周知のほか、個別に

お知らせを送付するとともに、健康教室などにお

きましても、受診勧奨についてＰＲに努めている

ところでございます。また、検診の実施に当たり

ましては、検査実施機関との調整を図り検査日を

土日に設定するなど、仕事をされている方も受診

しやすい設定に努めておりますが、なかなか受診

率の向上につながらない現状にございます。 

 がん検診につきましては、まず検査を受けてい

ただき、早期発見につなげることが第一と考えて

おりますことから、さまざまな機会も利用しなが

ら引き続き周知啓発に努めてまいりたいと考えて

おります。 

○井戸達也委員 個人への御案内も差し上げなが

ら、いろいろと手段を尽くしているにもかかわら

ず、なかなか上がっていかないという市民の意

識、個人の意識の問題になってきますけれども、

健康を維持していくという部分では、早期発見、

早期治療という部分で大切なことだというふうに

思いますので、市としてできる限りの周知方法を

探っていただいて、少しでも高い受診率を確保で

きるように努力していただきたいと申し述べて、

私からの質問を終わります。 

○平賀貴幸委員 それでは早速、質問をさせてい

ただきます。最初に、医療の関係について一点伺

います。高齢化が進んでいる状況でありますの

で、さまざまな医療のニーズにも変化、あるいは

必要性の高まり等が起こっているわけですが、そ

の中で泌尿器科について伺いたいと思います。現

在、高齢化に伴って泌尿器科のニーズというの

が、どうしても高まっているのだというふうに思

います。しかしその一方で、なかなか市内で診療

を受けられないという声が高まっているというの

も事実だと思うのですけれども、実際の現状を市

のほうではどのように把握されているのか、まず

は伺いたいと思います。 

○林幸一健康管理課長 現在、泌尿器科の診療に

関しましては、網走厚生病院におきまして出張医

１名体制による毎週月曜日と火曜日の週２日の診

療体制で、限られた時間内での診療となりますこ

とから、緊急性のある症状の場合を除き、予約制

による対応となっているとお伺いしております。 

○平賀貴幸委員 現状は、確認をさせていただき

ました。恐らく原課のほうでも、あるいは病院の

ほうでも努力をしながら、何とか開設日数、医師

の確保を含めて、取り組みをなさっているのだと

思います。改めてこの点ですが、ニーズがどうし

てもふえている部分、今のところ予約診療しかで

きないということもあって、なかなか新たに受診

したいという方が通えず、やむなく市外の施設に

行かざるを得ないというケースが結構多くなって

いるようであります。この点についての取り組み

を改めて求めたいのですけれども、いかがでしょ

うか。 

○林幸一健康管理課長 検診などにおけます要検

査の受診に関する問い合わせなどにつきまして、

北見の医療機関を御案内しているところでありま

したが、先ごろ、美幌国保病院におきまして泌尿

器科におけます診療体制が整ったことを受け、要

検査に該当する方の受け入れに関しまして御了承

いただいたところでございます。今後も引き続き

関係医療機関との連携を密に図りながら、専門医

の確保に向けた取り組みに努力してまいりたいと
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思っております。 

○平賀貴幸委員 新たな対応が進んだ状況も、理

解をさせていただきました。なかなか市外に行く

というのは大変だということなのだとは思います

が、できる限りの努力を引き続きしていただくほ

かはないのだろうと、そう簡単にすぐ解決する問

題ではないと思いますので、継続的な取り組みを

改めて求めたいと思います。 

 次に、未婚のひとり親の関係のことについて、

これまでも何度か伺ってきましたので、そのこと

について改めて伺っていきたいと思います。国の

ほうにも、残念ながら新たな動きがないようです

から、何らかの対策をするにはやはり市町村がど

う動くかということ、これは道も含めてなのです

けれども、どう動いていくのかということだと思

います。 

 御承知のとおり、対応は各市で進んでいる状況

であります。網走市の場合は、今のところこれと

いった状況がないのだというふうに思いますが、

昨年の６月の生活福祉委員会の中で、未婚のひと

り親に関する経済的な不利益を解消するために、

みなし適用の実施を求める陳情が全会一致をもっ

て可決され、本会議においても同様に全会一致で

可決をされ、市長に附帯意見を付して意見書を送

付するということがあったところであります。ま

ずは、これを受けてどのような検討をなさってき

たのか、そのことを確認させていただきたいと思

います。 

○野呂俊広子育て支援課長 昨年６月の陳情の採

択については、大変重く受けとめてございます。

その後ですけれども、全道・全国の実施状況や、

網走市におきます実態の把握をするために対象者

を調査し、未婚母子世帯32世帯、うち保育料につ

いての影響者１名、金額については４万8,000円

となることを把握したところでございます。残り

31世帯につきましては既に寡婦控除を受けていた

り、これは推測でしかないですけれども、そのお

子様の御兄弟が婚外子ではないという推測をして

おります。また、保育料の算定においては、非課

税であるため保育料がもう既に無料となってお

り、保育料への影響はございませんでした。 

 これらを含めて慎重に協議を重ねてまいりまし

たが、人数の大小、金額の多寡ではなく、やはり

相続について違憲判決が出たということを踏まえ

れば、こちらについては国が十分に重く受けと

め、制度間の調整を図り、国が解決すべき問題と

考えてございまして、昨年議会でなされた陳情の

関係法令の改正を求める趣旨に同じく、全道・全

国の市長会を通して要望してまいりたいというふ

うに考えてございます。 

○平賀貴幸委員 既に、その要望というのは行わ

れたということですか。それとも、これから要望

するという考え方だということでしょうか。 

○野呂俊広子育て支援課長 これから行っていき

たいというふうに考えてございます。 

○平賀貴幸委員 この問題につきましては、各市

それぞれ独自の対応が進んでいる状況があるとい

うのは、繰り返し申し上げているとおりでありま

す。ですから、問題意識を持っている市町村がた

くさんあるということでありますので、ぜひそこ

は一つの意見として大きく取りまとめていただい

て、国に対して求めていただきたいと思います。 

 また、この陳情の中には「網走市は前記の改正

が実現するまでの間、未婚のひとり親の経済的不

利益を軽減するため、『みなし適用』を早急に実

施すること」ということが、記の中に書かれてい

たところであります。この点についての検討状況

を、もう一度もう少し詳しく御答弁いただきたい

と思います。 

○野呂俊広子育て支援課長 昨年の段階で、道内

での実施市町村は、札幌市、釧路市、東神楽町で

あるかと思っています。 

 陳情の採択を受けて全国的な実施状況を確認し

ましたところ、道内では苫小牧市、全国的な状況

においては、特に関西圏においてその実施状況が

なされてきているというふうに考えております。

また一方で、多くの自治体が国において統一的な

取り扱いを求めているという状況もございますこ

とから、市単独での取り組みにつきましては、全

道・全国の主管者会議等において情報を収集しな

がら、今後の検討課題にしたいと考えてございま

す。 

○平賀貴幸委員 帯広市や釧路市でも、実際にも

う既に実施されていることでありますし、そのほ

か今の御答弁にはありませんでしたが、沖縄はほ

ぼ全市町村で実施されている状況もあって、多分

調査されたよりも、もっと進んでいるというのが

現在の状況であります。 

 独自の対応を網走市がどうするかというのは現

時点ではまだということは、私は残念だと思いま
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す。独自に対応しつつ国に対する要望をしていく

というのが、本来の行政としてのスタンスではな

いかと思いますので、改めてここは早急な対応を

求めておきたいと思いますが、いずれにせよ国に

対する要望はぜひ強力に進めていただきたい分野

でありますので、お願いをしたいと思います。 

 続いて、予算説明書の48ページにあります、相

談支援事業について伺います。障がい者の相談支

援の件に絞って伺わせていただきますが、基本的

には計画相談を行うための事業だというふうに思

います。計画相談の進捗状況、それから市内には

計画相談を行う事業所が４件あるという認識をし

ていますが、それぞれの実施件数とそれで得た報

酬額、これは１件の計画をつくれば得られる報酬

は決まっておりますから、おのずと計算できるの

だと思いますが、改めてお示しいただきたいと思

います。 

○酒井博明社会福祉課長 計画相談支援事業の、

まず現在の策定率でございますけれども、平成26

年12月末時点で障害者総合支援法分が約70％、児

童福祉法分につきましては99％で、ほぼ完了して

いるという状況でございます。 

 それから、計画作成分の報酬額でございますけ

れども、事業所ごとに区分してしまうとそれぞれ

の事業所の報酬額が明らかとなってしまいますの

で、合計で御説明させていただきたいと思います

ので御了承願いたいと思います。平成26年度の計

画策定等に係る報酬額でありますが、計画策定の

単価につきましては１万6,060円で、総合支援法

分が69件、計画策定分が127件。 

 次に、策定後のモニタリングでございますけれ

ども、モニタリングにつきましては単価が１万

3,060円、総合支援法分が24件、児童福祉法分が

72件で、合計で404万1,520円でございます。 

○平賀貴幸委員 この四つの相談支援事業所のう

ち、二つは厚生労働省による基幹相談支援事業所

ということになります。厚生労働省からの通知に

よると、基幹相談支援事業所がモニタリングを含

めて主な対応をし、計画をそれぞれの相談支援事

業所がつくるという対応をしてでも進捗状況を高

めよ、という通知が出ておりました。実際、これ

に対応をするためには、当然、基幹相談支援事業

所にもともとの委託費として払っている金額では

対応し切れませんから、増額をしなければならな

いだろうということが容易に予想されます。 

 一方で、現在、恐らくやられているのは、基幹

の相談支援事業所に求めるのではなくて、基幹も

そうでない相談支援事業所も、同じような業務を

やるという形で求められているのだと思います

が、そうすると、もともと人件費の委託費が払わ

れていない事業所としては、そこに相談支援員が

どうしても張りつくことになるのと、基準を満た

すための職員としてそこは認められなくなるとい

う問題が出てきますので、どうしても経営に影響

が出てくるということが予測されて、大きな問題

になっているというふうに思っております。合計

金額も440万円弱ということで、二つの基幹相談

支援事業所を除くと、相当報酬としては少ないと

いう印象をやはり持たざるを得ないと思います。 

 一方で、相談支援事業と言えば、一番最初に

やっていたのは介護保険であります。介護保険の

計画策定の考え方と障がい者での計画策定の考え

方は同じようで違う、似て非なるものになってお

りますが、どのような違いがあるか、まず伺いた

いと思います。 

○酒井博明社会福祉課長 介護保険のサービスを

利用する際のケアプランと、障害者総合支援法に

基づくサービスや児童福祉法に基づくサービスを

利用する際の計画については、どちらもサービス

を利用するということについては、計画策定とい

う点では同じでございますけれども、介護保険の

ケアプランにつきましては、毎月のサービス利用

について計画を策定するというものでありますけ

れども、障がい福祉のサービスの利用計画につい

ては、計画策定後に一定期間を置いて、年に１回

とか半年に１回とかでモニタリングを行うという

ことですので、計画策定に当たる頻度は違うとい

うことがございます。 

○平賀貴幸委員 この頻度が違うところが決定的

なものだというのと、もう一つは、絶対数も違う

ということだと思います。高齢者の方々のほうが

明らかに人口そのものが多いので、当然件数も多

くなる。そして、モニタリングをして計画をつく

るための頻度が極端に少ない障がい者の関係の相

談支援に対して、毎月それを行うことになってい

る介護保険ということで、おのずと得られる報酬

に大変大きな差が出るというのは、ざっくり言う

と12分の１の報酬しか得られないということにな

るわけです。つまり、これは明らかに国の制度の

欠陥だと、設計ミスだと言わざるを得ないので
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す。 

 いろいろなところから是正をするように、この

計画相談が始まる前から各団体から要望があった

にもかかわらず、現在も放置されたままになって

いるという状況です。国の見解、道の見解です

と、市町村の実施状況を見ながら、そこは是正す

る必要があればというような表現をしているよう

ですが、やはり国に対して、ここも積極的に改善

案を求めていかなければいけない事項だと思いま

す。 

私の知るところでは、北見市が積極的に提言

を行ったというふうには伺っていますけれども、

ぜひ網走市もこの点について明らかに改善が必要

ですので、取り組んでいただきたいと思います

が、いかがでしょうか。 

○酒井博明社会福祉課長 この件に関する要望に

つきましては、網走市単独ではなくて、全道市長

会を通じて要望を行うということがやはり有効で

あるというふうに考えます。 

 全道市長会では、平成26年６月と11月に国や道

に対して二つの要望を出しておりまして、一つ

は、サービスの利用計画策定に係る平成27年３月

までに終わらさなければならないということにつ

いての期限の見直しを検討することということ。

もう一つにつきましては、今委員がおっしゃる、

安定的な事業運営やサービス提供のために報酬単

価の見直しを行うようにということと、必要な財

政支援の充実を図ることの二つについて、要望を

行っております。 

 北見市がこの発案にかかわっているということ

についても承知しているところでございますけれ

ども、網走市も今後、全道各市と足並みをそろえ

ながら、この対応について行っていきたいと考え

ております。 

○平賀貴幸委員 事業者の側で、困っていてもな

かなか言い出せないという実態もあるのだと伺っ

ております。また、日々の業務が多忙がゆえに、

データを集めて行政に実はこういう実態ですとい

う話ができない所もたくさんある中で、苦労され

ている所が網走市内を含めて多いのが実態であり

ますので、ぜひ取り組んでいただきたいと思いま

す。 

○立崎聡一副委員長 平賀委員の質問の途中では

ありますが、ここで暫時休憩をいたします。 

午後１時58分休憩 

午後２時08分再開 

○立崎聡一副委員長 休憩前に引き続き、再開を

いたします。 

 平賀委員の質疑を続行いたします。 

○平賀貴幸委員 それでは、続けます。予算説明

書46ページの手話通訳の派遣と養成のことについ

て、伺いたいと思います。 

 手話通訳は、テレビの影響もあってすごくふえ

る時期もあればそうでない時期もあるなど、変動

の波が大きいですけれども、まず、現状はどのよ

うな形になっているのか、登録通訳の状況も含め

て伺えればと思います。 

○酒井博明社会福祉課長 手話通訳の現状でござ

いますけれども、まず、派遣件数につきましては

延べの件数で、平成24年度が103件で利用者が５

名、平成25年度が82件で利用者が６名、平成26年

度は１月末現在ですが76件で利用者が４名となっ

ております。 

 また、手話通訳者の数でございますけれども、

これにつきましては、現在６名が登録していると

ころですけれども、平成27年度に１名が転出され

るということになりますけれども、新たに２名が

加わる予定となっており、４月からは７名の登録

という予定でございます。 

 派遣の対象事項につきましては、網走市コミュ

ニケーション支援事業実施要綱により定めている

ところでございますけれども、実際に派遣した対

象要綱では、会議の際の通訳などの社会生活に関

することが全体の７割以上を占めて、そのほかに

は定期的な通院の際などに通訳として活躍してい

ただくというようなことがございます。 

○平賀貴幸委員 市民団体としては、名称がよく

変わるのですけれど現在の名称が「北見ろうあ福

祉協会」が、ろうの方々の団体としてあり、ある

いは昼間の手話サークルの「クリオネ手話っ

ち」、夜の「網走手話の会」などがあって、それ

らが市とも連携をしながら市民手話講座などを運

営されているのだと思います。そこで、いわゆる

手話サークルの人数が一定程度確保されているこ

とが、引き続き継続した登録手話通訳の維持には

やはり欠かせないのだろうと思っております。そ

の辺に対する支援というのはなかなか容易ではな

いのですけれども、市民手話講座を通じていろい

ろされているのだと思います。 

 一方で、夜の福祉センターの利用について課題
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が出てきているというのをお話として伺っており

まして、手話の会は１団体のみが夜のサークル利

用になってしまった関係があって、ボランティア

室のほうは使えるのだけれどもコピー機などが使

えなくて、なかなか学習に支障が出てしまうとい

うような課題もあるようです。 

 先ほど申し上げたとおり、手話サークルがどう

しても養成の中核の団体としてあるものですか

ら、一定程度の支援や連携は必要だと思うのです

けれども、その辺の状況の実態を調べた上で必要

な対応をぜひ進めていただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

○酒井博明社会福祉課長 夜間の福祉センターの

利用でございますけれども、私も手話の会が使っ

ている部屋のほうには行ったことがございますけ

れども、このセンターの利用につきましては委員

御指摘のとおり、やはり不自由だというお話は概

略でいただいているところでございます。 

 コピー機をはじめ、どのような不便を感じてお

られるかということにつきましては、この団体か

らさらに伺いまして、今後の対応につきましては

検討していきたいというふうに考えております。 

○平賀貴幸委員 種々検討を進めていただければ

と思います。 

 次に、同じく48ページにあります、ジョブコー

チ養成研修の関係で伺ってまいります。このジョ

ブコーチの養成についてはほかの委員からも質問

がございましたが、１号ジョブコーチと２号ジョ

ブコーチがございます。２号は職場に行って対応

するジョブコーチで、１号は福祉職として仕事と

して支援をするためのジョブコーチだということ

で、昨年、たしかこの補助事業は１号、２号とも

に対象になるということで、伺っていたところで

あります。 

 問題は、２号のジョブコーチが各職場にふえる

というのは望ましいのですが、やはり１号のジョ

ブコーチがしっかりと現場に入って、仕事として

業務として支援ができるかどうかというところ

が、障がい者の方々の就労の推進のためには不可

欠だと思っています。 

 一方、もうかなりの年数、20年ぐらい、それ以

上かもしれませんが、第１号のジョブコーチとい

うのはオホーツク管内では北見にいる方たった１

人の状況で、職務としてやれるのはその方しかい

ないということであります。職務としてやった場

合については、報酬の出どころが変わってくると

いうことになりますので、どうしても資格を持っ

ていることと要件に合うことが必要で、なかなか

要件に網走市の各事業所が対応できないというこ

とがあったのだと思います。要件というのは、就

労移行支援の事業所に所属している、あるいは就

労のＡ型の事業所に所属していることが基本的に

は必須なのですが、なかなかそこの事業所で対応

できていないという現状、あるいは就労Ｂ型の所

でもできるのですけれども、一定程度の一般就労

をさせたという実績が必要になるものですから、

地域の実情を考えるとなかなか現実と合わないと

いうものがあるのだと思います。これは国の方針

というより、独立行政法人の要綱にそう書いてあ

るからできないというだけで、法律で決まってい

るわけでは実はないというのが現状でありまし

て、何とか改善できないかということはもう数年

にわたって働きかけておりますが、結果的に市町

村からこのことについて問題だという声が上がっ

てこないというのが、現実としてよく言われるこ

とであります。 

 ぜひこの問題についても先ほどと同様に、国あ

るいは独立行政法人に対して、地域の実態をほか

の市町村も同じ実態であるはずですから、連携し

ながら取り組んでいただきたいと思いますけれど

もいかがでしょうか。 

○酒井博明社会福祉課長 １号ジョブコーチが育

たないということにつきましては、今委員がおっ

しゃるとおりでございますけれども、この状況を

改善するためにはどのような手法があるかという

御質問でございますが、恐らくこの改善がなかな

か進んでいかないのは、ジョブコーチの活動の制

約に関して、おっしゃるとおり国ではなくて、一

独立行政法人の制度設計によるものが原因となっ

ているのでないかというふうに考えております。

国であれば、例えば全道市長会を通じて国に対し

て要望を上げるということはできるのですけど

も、市長会を通じて一独立行政法人に要望を上げ

るということが、果たしてなじむかどうかという

ことがあるのではないかというふうに考えます。 

 今後この是正に関しては、ジョブコーチのさら

なる増加などに関しましては必要なことであると

感じますので、どのような手法があるか研究して

まいりたいと考えています。 

○平賀貴幸委員 ぜひ進めていただきたいと思い
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ます。この課題は、もともと旧労働省の管轄に

ジョブコーチがあるので、福祉ではなくて労働行

政だったものですから、市町村の段階に下りてく

ると、担当がなくなってしまうというような感覚

にどうしてもなってしまうので、現場に最も近い

はずの市町村がその状況を把握できない、しづら

いものだということが原因にあるのだと思ってい

ます。ぜひさまざまな形での取り組みをしていた

だきたいというふうに思いますが、基本的には

ジョブコーチの方々が支援している方法は、応用

行動分析を核とした作業の習得方法でありまし

て、この方々がたくさんふえてくると２号の方々

を含めて動きが滑らかなってくるはずですので、

ぜひ取り組んでいただきたいと思います。 

 次に、同じく50ページにあります、老人保護措

置事業について伺います。措置事業の措置という

言葉は、行政の処分という意味になると思います

が、まずこの事業が予算として存在している理由

と状況について伺いたいと思います。 

○桶屋盛樹介護福祉課長 老人保護事業について

でございますが、これは65歳以上であって、環境

上の理由や経済的な理由により在宅での生活が困

難となった高齢者を、養護老人ホームに措置入所

させるという事業となっております。 

 予算につきましては、現在、網走市から４カ所

の養護老人ホームに21名の方が措置されておりま

すので、予算化されているものでございます。 

 介護保険制度の創設に伴いまして、措置制度に

よる高齢者福祉サービスは基本的に契約による利

用形態となりましたけれども、介護保険法施行後

も老人福祉法に基づき養護老人ホームの措置制度

は継続されているといった内容です。 

○平賀貴幸委員 措置制度というのが、残ってい

るということであります。一方、障がい者のほう

に戻るのですけれども、障がい者の福祉のサービ

スにも実は措置制度が残ってはいます。これは介

護保険の分野にも、そのほかにも措置制度が制度

としては残っている、しかし予算化されていない

というものだと理解をしております。 

 先ほどのものは、必要性があって予算化されて

いるのだと思いますけれども、そこで伺います

が、措置制度というのは、本当に緊急性がある場

合に行政の処分として実施されるものなのですけ

れども、予算化がされていないがために、なかな

か現場で思い切った執行はできないという問題も

あるのかというのを、10年ほどこの現場に携わっ

ていて感じておりました。非常に緊急性が高いの

だけれども、措置の決定が下されないために緊急

入院がとれないですとか、緊急にサービスを提供

する必要があるのだけれども、支給決定がなかな

かおりないのでサービスの利用に至れないなどと

いう形で、本来措置が使えればよかったのにと思

うケースに当たることは少なくないのだと思いま

す。予算化しておいたほうがいいのか、原課の意

識をもう少し変えていくことが必要なのか、その

辺は見解がいろいろあると思うのですけれども、

この点についてどうお考えでしょうか。 

○酒井博明社会福祉課長 まず、今委員おっしゃ

るとおり、障がいでも措置をされるということは

あります。基本的には、障がいのサービスという

のは契約に基づいて行うものですけれども、やむ

を得ない場合、例えば事業者との契約を結ぶこと

が著しく困難であるとか、家族からの虐待を受け

ているというような場合に措置が想定されるので

すけれども、いずれにしても極めてまれな場合で

あるというふうに認識しておりまして、そのため

に、今まで措置に関する予算措置は行っていな

かったというところでございます。 

 今後の予算化に対する認識ということでござい

ますけれども、実例が起こっていないということ

もありまして、なかなか予算化しづらいという状

況にはあると思います。ただ、措置によって必要

なものにつきましては、必ずやらなければならな

いと思いますので、必要が生じているときには、

既定の予算により対応していくというふうに考え

ております。 

○平賀貴幸委員 そうですね。制度としてあるの

だということと、必要なときには実行していくの

だというところがしっかり認識されているという

ことが、いざというときのための転ばぬ先のつえ

のようなものだと思います。大事だと思いますの

で、ぜひそこを改めて確認させていただければと

思います。 

 静湖園についても伺おうと思っていましたが、

先ほど飯田委員からも質問がありましたので、こ

れについては割愛をさせていただきます。 

 次に、空き家対策の関係で一点伺います。たし

か２月末から施行されるのだと思いますが、空き

家対策特別措置法というのがございます。現在、

建物があれば更地の６分の１になることになって
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いる固定資産税の税率が、更地と同じ税負担に基

本的になるものであります。また、固定資産税の

課税情報を利用して空き家の所有者を特定できる

ようになるということも、法律の中では明記され

ています。さらに、特定空き家に認定する、これ

は倒壊のおそれがある物件を指定できるようにな

るということと、所有者への罰金を求めることだ

とか、強制撤去をすることも可能となるという部

分であります。 

 税の話は税の所管なので答弁をということには

ならないのですけれども、特定空き家の部分につ

いては所管が生活環境のほうになるのだと思いま

すので、この辺の状況について現在の検討状況を

含めて見解を伺いたいと思います。 

○梅津義則生活環境課長 今委員のほうからお話

がありましたとおり、２月26日に総務省及び国土

交通省のほうから、実施するための基本的な指針

ということで告示されまして、空き家対策特別措

置法が一部ですけれども施行されております。こ

の指針によりますと、目的の一つとしましては、

問題がある空き家を特定空き家と定義いたしまし

て、市町村が空き家への立入調査、指導、勧告、

命令、行政措置等の措置がとれることといたしま

して、命令に従わない場合は過料の罰則を設けて

おります。もう一つといたしましては、空き家の

データベースを整備して跡地の利活用を促進する

といったような内容になっております。これらの

ことが確実に実行されるために、国が基本方針を

定めて市町村が適切な実施を図れるように支援を

するということになっておりまして、その内容は

行政の役割、実施体制の整備、実施に必要な財政

上の措置、税制上の措置等が指針として示されて

おります。基本的には固定資産税の課税情報の利

用が可能になるとか、立入の許可等も付与されて

おりますので、市町村にとっては権限強化が柱と

なっている法律だというふうに理解をしておりま

す。 

 特定空き家を認定することに関しましては、こ

れから示されますガイドライン等を踏まえまし

て、おそらく生活環境だけで判断できるといった

ことではないと思いますので、ガイドラインの中

にどこまで入ってくるかということもありますけ

れども、その辺を見きわめながら関係部局と話し

合いをしていきたいというふうに考えておりま

す。 

○平賀貴幸委員 法律は動いていくのですけれど

も、市民には周知がされていないような内容のも

のだということで、まず周知という課題もあるの

だと思います。 

 それにしても、なかなか運用が難しい法律だと

いう認識を持っております。というのは、倒壊し

そうな物件がある場合、その物件は往々にしてい

わゆる不良物件のような形で、なかなか所有者と

も連絡がつかなかったり、土地と上物の所有者が

違ったりする場合もあって、その場合、突然特定

空き家に認定されて、知らないうちに今まで６分

の１だった課税が６倍になって、一体なぜ上に建

てている人のせいなのに私たち地主がこんなこと

にというようなケースが発生したり、市にとって

も、もともと固定資産税が徴収できないで苦労し

ているような物件に対して、６倍の税率がかけら

れるようになれば、当然収納率は下がるわけで、

なかなか市町村にとっても厳しいものだろうとい

うふうに思います。 

 国からの情報はまだこれからだと思いますの

で、今の時点では周知をどうするかという程度の

ことしか聞けないのかと思いますが、国とも必要

な協議をしながらだと思いますけれども、そうは

いっても市民周知は図らなければなりませんの

で、どのような取り組みをする考えなのか伺いた

いと思います。 

○梅津義則生活環境課長 空き家対策特別措置法

の周知に関してでございますが、昨年の４月から

網走市におきましては、空き家対策に係る条例と

いうことで定めております。そちらの方とあわせ

まして、条文で重複するような部分もございます

ので、そういった部分もあわせまして、広報なり

ホームページを通じて周知を図っていきたいとい

うふうに考えております。 

○平賀貴幸委員 国の動向も見据えながら、慎重

な運用が多分必要になるだろうというふうに思い

ますので、周知をどのようにされていくのか引き

続き見守っていきたいと思いますが、いずれにし

ても、なかなか市の現場としても苦労される法律

だろうという理解を、私としてもするところであ

ります。 

 次に、同じく62ページ、住宅用太陽光発電促進

事業の関係で伺ってまいりたいと思います。これ

までも住宅用太陽光の促進など、省エネあるいは

エネルギーの自給率を各家庭でも高めていこうと
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いう補助事業が行われてきたところであります。

これについての有効性は誰しもが理解するところ

だと思いますが、私はさらにそれを高めていくと

いうニーズがあるのだろうと思っております。そ

うはいっても、なかなか地域でエネルギーの自給

を高めるものというと限られるのですが、一つに

は、温泉排水の利用というのがあるのだと思いま

す。温泉から排水される熱と空気の温度差を使っ

てする発電ですとか、あるいはいわゆるヒートポ

ンプです。もう一つは、地中熱を使ったヒートポ

ンプだというふうに思います。ヒートポンプは熱

をくみ上げるという意味でありまして、特に地中

熱のヒートポンプは、地面はそこいら中にありま

すから、どこでも使えるものとして着目されてい

るのだと思います。 

 地球から自然熱を採取することによって、地中

熱のエネルギーを３として、それに対して使うエ

ネルギーを電力１とするならば、４の冷暖房のエ

ネルギーを生めるというシステムでありまして、

このシステムを有効活用するということが、この

地域でも必要なのではないかというふうに思って

おります。ＣＯ２の排出量についても、このシス

テムだと相当軽減が図られるようになっておりま

して、いつでもどこでも誰にでも使えるものであ

ると同時に、高効率であってさらに豊富なエネル

ギーがあるということで、有効だと思っておりま

す。 

 夏の場合、地面の中は一定程度、15度あるいは

20度程度に保たれています。冬も下がっても零度

から10度で外気温との差があるわけですから、そ

の外気温との差で熱エネルギーを取り出すという

ことです。それを、電力を使ってさらに効率的に

温水をつくって家庭で利用していくことで、消費

するエネルギーを抑えるというような仕組みで

す。この仕組みは、既に家庭用も含めて実用化さ

れているもので、既存の技術でありまして、決し

て新しく今からつくらなければならない技術では

ないと思っております。 

 私も調べてみたのですが、既に全国の市町村で

も補助事業として展開している所はありました。

道内だけに絞って申し上げますと、札幌市で工事

費の10％かつ150万円を上限で行っておりまし

て、そのほか上富良野町、上川町、旭川市が、購

入設置費に10分の１を乗じた額で上限20万円とい

う形で、補助事業として行われておりました。国

のほうはどうなのかと思って見てみましたら、経

済産業省の再生可能エネルギー熱利用加速化支援

対策事業という事業がございまして、これは地方

公共団体も対象になっておりまして、再生可能エ

ネルギーの熱利用促進に対しては、一定程度の予

算措置が国からもされるようであります。 

 こういったものを、今申し上げた家庭の新たな

エネルギーの補助として導入を促していくのと同

時に、自治体の建物についても活用していくとい

うことが必要ではないかと思いますが、見解を伺

いたいと思います。 

○梅津義則生活環境課長 生活環境課のほうで

行っております、太陽光発電のシステム設置に係

る助成事業でございますが、これに関しまして

は、網走の日照時間が長いというような地域特性

を活かしたものへの設置補助というようなことで

実施をしております。 

 委員がおっしゃるように、地中熱利用のヒート

ポンプに関しましても、先ほどおっしゃいました

道内で４団体が助成をしているといったことは、

私どものほうでも確認はしておりますが、まだ費

用が太陽光と比べてもかなり高額であるといった

ようなこともありますし、費用を回収する期間が

おそらく15年から20年ということで、太陽光より

も長い期間がかかるというようなこともあると思

います。 

 全国的に見ても、100台から200台程度の設置と

いうことで、まだまだこれから普及するには価格

面といいますか、コスト面で技術的に何か革新的

なものがないと難しいのかなというふうには考え

ているところでございます。こういった動向を見

きわめながら、こういったものに補助、助成を

行っていくかというような判断をしていきたいと

考えております。 

○平賀貴幸委員 価格面の課題というのは確かに

そのとおりであるのだと思いますが、実は北欧で

は主流になっているシステムで、北海道にも適し

ているというのはわかっているものであります。 

 全国の導入が100台程度という話でしたが、実

はそんな数字ではございませんで、1,000台を軽

く超えているどころか、もう１万台に近づくぐら

いの導入があるのです。事業所によって多分違う

データなので、なかなか統一したデータがないた

めにどうしても差があるのですが、かなりの導入

数になってきているので、コストも今後下がるだ
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ろうということが予測されています。 

 これは地中の熱ですから、どこに行っても一定

の熱エネルギーだということでありますので、別

に北海道に限らず沖縄でも利用可能だということ

で、汎用性の高いものだからということになると

思います。そうはいっても、これについてはまだ

国内では着手し始めたばかりというものでもある

のだと思いますので、ぜひこの点についても今後

の新たな事業として御検討いただければと思うの

ですけれども、いかがでしょうか。 

○梅津義則生活環境課長 先ほどの答弁の繰り返

しになりますが、今後の価格低下ですとか、技術

的なことを見きわめながら判断をしていきたいと

いうふうに考えています。 

○平賀貴幸委員 どうしても電力が必要になるタ

イプのものでありますので、なおさら住宅太陽光

と組み合わせるということが効果的だということ

で改めて質問させていただきましたので、そこは

ぜひ今後の課題としていただければと思います。

以上で、質問を終わります。 

○佐々木玲子委員 私のほうからは、２項目ほど

質問をさせていただきます。 

 まず、臨時福祉給付金給付事業なのですが、私

が懸念している点を一点お伺いしたいと思いま

す。この給付金は今年度も給付されまして、支給

率が70％台にとどまったということで、非常に残

念というか、皆さんせっかくの給付金でありなが

ら受け取れなかった方が結構いらっしゃるという

ことで、私自身も非常に気にかけておりました。

そうしたときに、先日たまたまお話を伺った方が

案内状そのものを見たこともないという、役所か

らの周知物に対しての関心が非常に低い方に出会

いまして、本当に残念なことだったなという思い

の中から、今回の給付金が少しでも支給率が上

がってほしいという思いで、この項目を取り上げ

させていただきました。 

 まず、周知に関してなのですが、いろいろな広

報紙にしましても、議会だよりにしましても読ん

でいただけないということが、ある意味で永遠の

課題かと思っていますけれども、そこで、周知の

方法について今回、新年度についてはどのような

周知を予定しているか、まずお伺いしたいと思い

ます。 

○酒井博明社会福祉課長 臨時福祉給付金の周知

でございますけれども、平成26年度の周知につき

ましては、市の広報紙、フリーペーパー、ホーム

ページ、それから新聞に周知するとともに、各世

帯に直接チラシを送るというようなことを行いま

した。基本的には、周知の方法というのは今回も

同様の方法をとっていこうと考えています。 

○佐々木玲子委員 確かに周知方法としては、そ

れ以外やる方法がないのかと私も思っているとこ

ろではあるのですけれども、そこで、前回70％台

にとどまってしまったということに関して、何か

そのことに関しての反省点というか、原因という

かについて何か捉えているところがありました

ら、お伺いしたいと思います。 

○酒井博明社会福祉課長 申請率が75％になった

という一つの背景ですけれども、まず、臨時福祉

給付金が個人に支給するものであるということ

で、申請した方に対する分母の求め方なのですけ

れども、例えば市外に親がいる農大の学生がいる

と、そのような方については扶養関係が不明で対

象者としては算定しづらいとか、当市に税情報が

ない方などもいますので、正確な支給対象の数値

を把握するというのが非常に難しいという状況が

ございまして、申請対象者数は国の算定式に従っ

て求めた値でございました。その結果として分母

が膨らんだということがございます。 

 現実の運用面ということで考えていきますと、

入院、施設入所などにより、長期的に自宅から不

在となって申請ができなかったということがあっ

たり、おっしゃるとおりに、そもそも市役所から

の郵便物を開けて読まないという方も確かにいた

のかというふうに考えておりますので、この辺が

100％に届かなかった理由かというふうに思って

います。 

○佐々木玲子委員 おっしゃるとおりいろいろな

対象者の方がいまして、最初に申請の前に情報を

調べていいですかという質問の趣旨の御手紙が

入っているわけなのですけれども、それ自体もな

かなか出していいものなのかわからなかったなど

という方もいらっしゃるようなので、やはり理解

がされにくいというところに一つ原因があるとす

れば、その案内状の中の文章の書き方というの

が、もしかすると、もう少しわかりやすい言葉に

することができるのかもしれないと、私たちはふ

だんいろいろな周知物を読みなれていますからそ

んなに不思議もなく読んでいますが、年配の方と

か、そういう書類を見なれていない方は、読んで
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いてもよくわからないというお話も伺ったりしま

す。ですから、お問い合わせくださいという言葉

は必ず入ってはいるのですが、それでもなかなか

敷居が高いというような感触の方もいらっしゃる

のだと。そういう意味で、やはりできることとす

れば、もう少し一般市民の特に高齢者の方たちの

目線に立ったものの表現の仕方を研究してみるの

も、もしかすると有効な手立てかと一つは思いま

す。そういうことで、原因についてそういうこと

と理解します。 

 他の自治体も、この給付金については全国一斉

にやっています。特に支給率の高い自治体があっ

たかどうか、その辺の情報がもしありましたら伺

いたいと思いますけれど。 

○酒井博明社会福祉課長 他都市の申請率の情報

でございますけれども、当市で把握している情報

では、網走市とほぼ同じ人口規模の根室市から聞

き取った情報がございまして、結果的に率として

は、網走市とほぼ同じぐらいの値であったという

ところでございます。 

○佐々木玲子委員 多分、特に調べてはいないの

だろうと思っておりました。私自身も、特筆すべ

き自治体が耳に入ってきておりません。そこで、

支給に関して、今回せっかくの給付金ですから、

少しでも該当される方には受け取っていただくた

めに、他の自治体で万が一これから調査をして高

支給率の所があったとすれば、そこでの支給方法

や周知方法を研究されてみて、事務が開始される

までの間に、支給率が少しでも上がるような努力

をしていただきたいということを申し上げまし

て、この件については終わらせていただきます。 

 次に、地域子育て支援センターの運営事業につ

いて、もう一点伺います。この地域子育て支援セ

ンターは、開設当初はひまわり保育園の横に併設

して「ひまわり」という子育て支援センターが１

カ所のみでした。その後、「どんぐり」という２

カ所目の支援センターができたわけですけれど

も、まず今の利用状況を伺いたいと思います。 

○野呂俊広子育て支援課長 平成24年度に開設し

ました「どんぐり」の利用者につきましては、

オープン当時利用者が殺到した状況にあって、２

万8,000人から２万9,000人ぐらいの利用者があっ

たのですけれども、このところ利用は落ち着いた

傾向にあるというふうに思っていまして、平成26

年度の利用者の見込みについては、約２万8,000

人を見込んでいるところでございます。 

○佐々木玲子委員 この子育て支援センターにつ

きましては、なぜ取り上げたかといいますと、実

は非常にうれしい反応がありまして、せんだって

転勤族の方とお会いして、私としては、網走は移

住促進もやっているまちでありますし、少子高齢

化の中で少子化対策として若い方たちにもぜひ移

住してきていただきたいという思いがあったもの

ですから、網走に来られてどんな感想をお持ちで

すかと伺ったときに、網走は子育て支援策が充実

していて子育てのしやすいまちで、本当に網走に

来てよかったとおっしゃってくださる方がいまし

た。今までいろいろな方とお話をしていまして、

これほど網走の子育て支援が充実していると言っ

ていただけたこととがなかったものですから、本

当にうれしいと思いました。ほかの方からも声が

あったのが、網走の子育て支援センターは、ほか

のまち、例えば大空町などは、地元の方が限定で

他の自治体の方の受け入れはなかなかしてもらえ

ない、興味のある行事などがあって参加してみた

いと思っても、残念ながら拒否をされて寂しい思

いをしていたが、網走に来てからは本当にウェル

カムで受け入れてくださるのがうれしくて、網走

がなじみやすい子育てのしやすいまちだと感じた

と言っていただけたのです。わたしたちは議員と

しての仕事をしていて、そういういいお話を伺う

ことが少なかったものですから、本当にうれし

かったと思ってここで取り上げさせていただいた

一つの要因なのです。 

そこで、子育て支援センターの利用者が非常

に多いということは、以前から皆さんも御承知だ

と思います。特に、「どんぐり」に関しては駐車

場も狭く、次の年には増設をするというぐらい利

用者が常にいて、そして事業内容も、例えば土日

も頑張ってやっていただいて、お父さんのための

子育ての事業があり、そういうときには25組ぐら

い、50人ぐらいの方が参加されて、支援センター

がいっぱいになるくらい参加されるというふうに

聞いております。そういう意味で、非常に職員の

方たちが努力をされて、参加者が非常に多いとい

うことはうれしい悲鳴でもあるでしょうが、そこ

で一つ気になったことが、職員の方たちに負担が

かかってオーバーワークになっていないかという

ことがちょっと気にかかるのですけれども、その

辺はどうなっているでしょうか。 
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○野呂俊広子育て支援課長 子育て支援制度の事

業を御称賛いただきまして、ありがとうございま

す。傾向としては「どんぐり」は室内に広い運動

スペースもありまして、園庭も広いことから、利

用者数が多くなっている状況でございまして、現

在職員３名で対応しております。 

 オーバーワークになっていないかとの御質問で

すけれども、「どんぐり」の職員は非常に多くの

利用者の対応をしていますが、イベントなどの際

には、必要に応じてボランティア登録をしていた

だいている方やボランティア団体の方にも協力し

ていただきながら、負担が過多にならないように

運営しております。 

○佐々木玲子委員 ということは、やはり皆さん

の協力のもと、職員さんは過重なオーバーワーク

にはなっていないと理解したいと思います。 

 そこで、子育て支援センターだけではなく、網

走は妊婦健診の無料回数にしても多いですし、不

妊治療費も金額は少ないけれども、そういう方た

ちに寄り添う形での行政サービスというのは、私

は本当に最近充実してきていると感じていますの

で、この子育て支援センターを含めて網走市の子

育てに対する目玉政策というような形で、この

「どんぐり」子育て支援センターをさらに皆さん

のお声を聞きながら、もっとこういうことがあっ

たらいいな、というような声もあるかもしれませ

ん。そういうことをその都度事業をやりながら、

アンケート等を取りながら、さらに充実した支援

センターの運営に努めていただきたいと思いま

す。 

 実は、昨年の市長選の折に市民の方から言われ

たのは、市長はスポーツ政策には非常に力を入れ

ているけれども、子育て支援にはちょっと力が薄

いように感じるというようなことを言われまし

て、私も非常にショックを受けました。そうでは

ないのだということをやはり皆さんに知っていた

だく意味でも、例えば子育て支援センターでやっ

ている事業などをホームページなどにもっとアッ

プしながら、移住もしていきたくなるような網走

のまちの子育て支援をやっているというようなこ

とをアピールなど、改善もさらなる充実も図りな

がら、こういう事業をどんどんやっていっていた

だきたいということをお願いしまして、質問を終

了いたします。 

○立崎聡一副委員長 ここで、暫時休憩をいたし

ます。 

午後２時50分休憩 

午後３時00分再開 

○立崎聡一副委員長 休憩前に引き続き、再開を

いたします。 

 質疑を続行いたします。 

○松浦敏司委員 若干重複している部分がありま

すが、できるだけ重複しないように質問をしてい

きたいと思います。 

 まず最初に、生ごみの分別堆肥化検証事業につ

いてであります。昨年行った潮見地区、呼人地区

のモデル事業にかかわってでありますが、収集量

の当初の目標と実績、結果はどのようになったか

を伺います。 

○梅津義則生活環境課長 モデル地区の世帯数は

4,000世帯ございまして、人口が約9,300人でござ

いました。３カ月間の期間中のモデル地区の生ご

み総排出量は、平成24年度における１人１日当た

りのごみの排出量と、平成23年度に実施をいたし

ましたごみの組成分析の結果に基づきまして、約

253トン排出されると推計をしております。その

推計数値の60％を目標値といたしまして、150ト

ンを目標数量といたしました。しかしながら、今

回の収集量は47トンであり、目標値の150トンに

比べまして約31％の達成率ということになってお

ります。当初の目標値が生ごみの水切りを考慮せ

ずに設定したものであったということから、この

差が生じたものというふうに考えております。 

 結果としましては、モデル地区の皆さんが分別

をすることでごみの排出量が減ったということ

と、水分を切ることで生ごみの量が減量した効果

もあったというふうには考えております。 

○松浦敏司委員 ということは、当初考えていた

ときよりも、生ごみの水切りが十分になされてい

たということなのだろうと思います。私も生ごみ

の関係で、この間いろいろ行政視察を行った中で

見てまいりましたけれども、全国の先進地の担当

者のお話を伺うと、水切りが一番重要だというふ

うに言っていました。腐敗しやすいのは、水分が

たくさんあるからなのだというようなこともお話

の中で伺っておりましたので、その点では水切り

が十分なされていたということは、大変よかった

のだろうというふうに思います。 

 そこで伺いますけれども、このモデル事業を実

施するに当たって、関係住民への説明会は何回行
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い、参加者はどのくらいあったのか、そして反応

というのはどのようなものだったのか伺います。 

○梅津義則生活環境課長 説明会はそれぞれのコ

ミセンで行ったのですが、８月中に実施いたしま

して、潮見地区で７回、呼人地区で４回、合わせ

て11回開催をしております。参加者は、潮見地区

369名、呼人地区は70名の方に参加をしていただ

いております。地区内の世帯数が4,000世帯です

ので、約１割の世帯の方々に参加をいただいたと

いうことになります。９割の方が説明会に参加さ

れていないということになりますが、戸別配布し

た生ごみ専用袋の中に説明文を入れて配付してお

りますので、そちらを読んで理解をしていただい

たものと考えております。 

 説明会の中では、水切りの作業が大変ですと

か、細かい質問で三角コーナーの網をどうしたら

いいのかですとか、毎日三角コーナーにごみを入

れてその小袋を大袋に入れて出してもいいのかで

すとか、そういった細かい意見もありましたが、

事業全体に反対をするといったような話はありま

せんでした。 

○松浦敏司委員 相当市民の意識も高まっている

ということも、あるのだろうかというふうにも思

います。このモデル事業を参考にして、新年度で

も駒場地域と川向地域で検証事業を行うというこ

とだと思うのですけれども、今回は前回と違って

夏場に検証するということですけれども、あえて

夏場に行うということにしたという理由はどのよ

うなことからなのでしょうか。 

○梅津義則生活環境課長 昨年度は９月から11月

の３カ月間行いまして、ことしは７月から９月の

３カ月間で行う予定をしておりまして、その理由

ということでございますが、今回７月から９月と

いう設定は、夏の暑い時期のステーションの状況

が確認できることと、アンケートの回答結果でス

イカなど果物や野菜などの多い時期に生ごみを出

せると助かるといった意見があったことから、夏

の暑い時期を設定しております。 

○松浦敏司委員 それもよくわかりました。それ

で、前回は収集量の目標を150トンに設定したけ

れども、47トンにしたということですけれども、

今回の検証については、収集の目標というのはど

のくらいに持っているのでしょうか。 

○梅津義則生活環境課長 目標は高いほうがいい

と思いますが、やはり150トンというのは難しい

というふうに考えております。水切り等を徹底し

ていただいて、できるだけ水分等を切っていただ

くことで軽くなる部分もございますので、75トン

から100トンぐらいを目指そうというふうに考え

ておりますが。 

○松浦敏司委員 あくまでも目標ですから、これ

は時期によっても当然違ってまいりますので、そ

れはそれで理解いたしました。それで、昨年行っ

た潮見・呼人地区のモデル地区での事業を実施し

た中で、どういう効果なのかはわからないけれど

も、一般ごみの排出量が相当減ったというふうに

も聞いていますけれども、これは私も、検証する

前から見るとごみの排出量が減っているようにも

見えるのですが、この辺の関係はどのように捉え

ているのでしょうか。 

○梅津義則生活環境課長 この事業を実施した３

カ月間で減ったのは43トンでございますが、潮

見・呼人地区の一般ごみの量が、前年と比較しま

すと75トン減少をしているということでございま

す。 

 生ごみを分別することで、再資源化をするとい

うことの意識が高まったというようなことで最終

処分量が減少したということで、ごみの減量には

大きく効果があるだろうというふうに推察をして

いるところでございます。 

○松浦敏司委員 今、潮見・呼人地区の数だけ言

われたのですけれども、市全体として排出量が

減ったのではないかというふうに思うのですが、

その辺はどのようにお考えでしょう。 

○梅津義則生活環境課長 今年度４月からのごみ

の総排出量の減少で言いますと、２月末の時点で

717トン、前年対比で減少しているところでござ

います。 

○松浦敏司委員 その意味では、呼人地区だけで

なくて市民全体の中で一般ごみの排出量が下がっ

ているということで、いい傾向だと思います。 

 市としては、この前の生活福祉委員会の中でも

お話がありましたけれども、生ごみ堆肥化の事業

をできるだけ早く実施したいということで、でき

れば平成29年度あたりにという目標を持っている

ようでありますけれども、ほぼ２年という時間が

ありますけれども、その間いかにして生ごみを堆

肥化する上での市民の意識を高めるかという点で

は、非常に大事な２年間だと私は思うのです。こ

の２年間にどのような市民への周知をして、そし
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て多分、私は生ごみを堆肥化していく上では決定

的な重要な時期だと思うものですから、その点で

の原課としてのお考えがあればお示しいただきた

いと思います。 

○梅津義則生活環境課長 平成27年度につきまし

ては、同じように生ごみを実証試験で分別をして

いきますが、平成28年度につきましては、平成29

年４月の供用開始を目指している容器包装プラス

チックの分別も進めていかなければならないだろ

うと思います。そのことにつきましては、平成28

年度中に市民の皆さんに分別の説明会を開催して

いかなければ平成29年４月には間に合わないです

から、平成28年度中にそういった形で開催をして

いくということになります。 

 できれば、八坂の最終処分場の延命も考えまし

て、それとあわせて生ごみのほうを、平成29年４

月と同時になるかどうかはわかりませんが、平成

29年の早いうちに開設するということで、あわせ

て説明会を開催していきたいというふうに考えて

いるところでございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。私は廃プラを回

収するということは、非常にいいことだと思うの

です。ただ、かさばって軽いというのが特徴です

から、そういう点では、市民の皆さんに排出する

ときの注意事項をよほど徹底していないと、

ちょっとした風で飛んで行ってしまうというよう

なこともありますので、その辺もぜひ徹底してい

ただきたいというふうに思います。 

 それで、昨年行った堆肥化検証の中で、シュ

レッダーのごみも副資材として使えるのではない

かというような報告もあったようでありますけれ

ども、実際の収集の際には、シュレッダーの紙も

副資材として使うという考えで行うのでしょう

か。 

○梅津義則生活環境課長 シュレッダー用紙につ

きましても、副資材として使えるかどうかという

検証は行っております。 

 その結果でございますが、本来の紙という部分

では問題なく副資材として使えるという結果が出

ておりますが、中には、プラスチックコーティン

グされた紙があわせてシュレッダーでかけられて

いる部分ですとか、ＣＤですとかＤＶＤのような

ものがかけられているというようなことも確認を

されております。副資材として使うのであれば、

その辺はきちんと分別をしていただいた上でシュ

レッダーにかけていただくということを、周知徹

底していく必要があるだろうということで考えて

おります。 

 また、今回使わせていただいた事業者の堆肥化

施設が全て壁で囲われたような施設ではなかった

ということもありまして、シュレッダーごみが細

かい紙ということですので、撹拌するときに風が

強い日などは施設の外まで散らかってしまうとい

うような問題点も確認をされております。 

○松浦敏司委員 わかりました。せっかくですか

ら、地元で出たシュレッダーの紙は地元で処理で

き、それがまた堆肥化に役立つのであれば、それ

にこしたことはないと思うので、ぜひ問題点は問

題点として、それが解決できるような方法をとっ

ていただくということが大事だというふうに思い

ます。 

 この部分での最後に、検証というのは本番に向

けた非常に大事なことだと思います。そういう点

では、検証を行っていろいろな問題点などが明ら

かになってくると。私は、こういう検証結果はい

いにこしたことはないのだけれど、パーフェクト

だと問題点が逆に見えないことがあるので、今幾

つかの問題点が見つかることによって、本番に向

けてしっかり取り組むことができるということ

で、今後大いに原課の皆さんの活躍に期待したい

というふうに思います。 

 次に移りますけれども、２番目の胃がんリスク

検診体制の構築については先ほど質問があったの

で、私はあえて質問はいたしません。ただ、この

ピロリ菌というのが、これまで医学界の中でいろ

いろ議論はあったけれども、最終的にピロリ菌が

胃がんの最大の原因だということも究明されたと

いうことでは、この事業をしっかり進めていただ

いて、網走市民が胃がんで亡くなることがないよ

うな方向に持っていってほしいと思います。 

 次に、障がい者就労実態基礎調査について伺い

ます。障がい者の就労を推進するため、市内業者

を対象に就業受け入れに関する基礎調査をという

ことでありますが、どのような方法で調査をする

のか、まず伺います。 

○酒井博明社会福祉課長 調査の方法でございま

すけれども、障がい者の雇用の促進等に関する法

律に雇用が義務づけられている従業員50名以上の

企業、それから公共事業の受託会社等を中心に、

平成27年度から２カ年で100社を目標に直接会社
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を訪問するということで考えておりまして、委員

がおっしゃるとおり、各事業所を訪問するという

形で行いまして、障がい者の支援業務等を行って

いる社会福祉法人等に委託しながら行うというこ

とで考えています。 

○松浦敏司委員 そこはわかりましたけれども、

50人を超える事業主は障がい者を雇用しなければ

ならないということもあるようですし、そして国

から一定の補助も来るというふうにも聞いていま

すが、国の補助というのは企業に対してどのくら

い来るのか、その辺をまず伺いたいと思います。 

○酒井博明社会福祉課長 企業にどれだけの補助

が来るかというのは、いろいろ補助制度がありま

して、各事業所が申請するという形で補助が受け

られるというものでございまして、それは補助メ

ニューを選択したものによって受けられるという

形になろうかと思います。ただ、50名以上の企業

で障がい者を雇用しない場合は、法によってペナ

ルティーがありまして、１人当たり１カ月間５万

円ずつ納めなければならないなどの制約がござい

ます。 

○松浦敏司委員 そこで、雇用を推進するという

ことでありますから、その上では今回調査をする

内容というのは、大まかに言ってどのような内容

なのか伺います。それからもう１点、対象となる

事業所というのはおおよそどれくらいになるので

しょうか、伺います。 

○酒井博明社会福祉課長 調査の内容でございま

すけれども、まず雇用の可否について調査をする

ということで、企業を訪問していって、それぞれ

の事業所でどのような業務や作業をやっているか

ということを聞き取りしながら、障がい者がつけ

るような業務はないかと、あるいは、今は健常者

がやっていっても、ちょっと視点を変えることに

よって短時間であっても障がい者に携わってもら

えるような仕事がないかというようなことを、掘

り起こしながら聞き取り調査をしていくというこ

とで考えています。 

 一方で、そういうふうに雇用主と話をしてい

て、それでもどうしても雇用ができないというこ

とであれば、それは何が障害なのだろうかという

こともあわせて聞き取っていって、例えばのケー

スとして、障がい者との向き合い方がわからない

から雇用ができないということであれば、それは

障がい者を補助する人がいればできるのですかな

どを確認しながら、聞き取り調査をやっていくと

いうふうに考えております。 

 次に、事業所の数ですけれども、一応100社を

今は目標としているのですけれども、公共工事を

請け負っているような事業所とか、平成26年度に

障がい者の雇用に関する講習会を４回ほど行った

のですけども、それに当たっては網走市のロータ

リークラブの支援もいただきましたので、まずそ

のように理解してくれているところから選びなが

ら、当たっていきたいというふうに考えていま

す。 

○松浦敏司委員 どうしても私たち健常者や事業

主が陥りがちなのですけれども、確かに、健常者

にできることが障がい者にとってはなかなか簡単

にはできないということもあります。 

 以前、報道で見たことがあるのですけれども、

そこの社長さんは最初は拒否していたと、でも試

しに１人雇うことによって会社全体が変わったと

いうのです。それは、やはり障がい者を雇用する

ことによって一緒に共有と言いますか、その会社

は最終的には障がい者をたくさん雇用するように

なって、健常者と一緒に仕事をしていくという非

常に心温まるような内容でした。この網走でも、

ぜひそういうふうになってほしいと思います。と

りわけ、日本体育大学附属高等支援学校が開校さ

れて障がい者の方たちが学ぶわけですから、そう

いった人たちがこの網走で大いに活躍できる、仕

事ができるというような状況にしていきたいと、

そういう点ではぜひ期待をしたいところです。 

 ただ、一点こういったことでの悪用をする人た

ちも、実は数年前に札幌でありました。障がい者

を雇用して不法に就労させると、そして障害者年

金を結果として流用するというようなこともあり

ましたから、そういったことはないように、ぜひ

原課としても注意をして進めていっていただきた

いと思います。 

 次に移ります。子ども医療費の入院費の無料

化、これは昨年４月から子どもの入院費が無料化

になったということは、私も高く評価するところ

であります。そこで、今現在子どもが入院したと

き、病院の窓口で支払いをしなくてもよくなった

というふうに認識してよろしいでしょうか。 

○野呂俊広子育て支援課長 今般拡大しました、

小・中学生においての入院無料化なのですけれど

も、この場合については窓口で一旦負担していた
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だいて、子育て支援課の窓口にお越しいただい

て、償還払いでお返しするという形になってござ

います。 

○松浦敏司委員 つまり、保護者は退院時に窓口

で全額を払って、領収書を市役所に持ってきて、

手続をすれば償還されるということだろうと思い

ます。そうなりますと、せっかく無料化という言

葉を使っているわけですから、確かに結果として

は無料化になるのですけれど、親御さんにとって

お金のないときに退院を迎えたら、一気に支払う

のは困難ですよね。 

 確かにお話によると、委任払いの関係があるの

で、それを超えることはないというお話もありま

したけれども、いずれにしても一旦窓口で払わな

ければならないというのは、私が当初から描いて

いたイメージとは相当違う。多分、多くの親御さ

んたちもそういうふうになるとは思わなかったの

だと思うのです。親御さんから窓口で払うのです

と言われて、私は思わず「えっ」となったのです

けれども、あえてそれで今回も取り上げるわけで

すが、なぜ窓口で一旦払わなければならないの

か、払わなくても済むような方法はあるはずなの

ですが、その辺を伺いたいと思います。 

○野呂俊広子育て支援課長 委員御指摘の償還払

いについては、現在、小学校就学前のお子さんに

ついては、市内の医療機関で受診した場合、小・

中学生につきましては、本年度入院の無料化を拡

大した入院費用について償還払いとなってござい

ます。前提といたしまして、医療機関との現物給

付は、市と医師会との協定書をもって対応してい

まして、使用できる医療機関については先ほど

言った市内の医療機関というふうになっておりま

す。 

 小学校、中学校の入院の無料化拡大について償

還払いとなっている理由につきましては、３点ご

ざいます。受給件数の見込みが少数です。予算

ベースで、小学生1,854名中65名、中学校におき

ましては986名中35名という予算を計上していま

すが、平成26年度の今までの中学生で言えば35人

と見込んでいたのが、２月現在で９名となってい

ます。また、同じく使用頻度が少ないということ

で医療機関との誤請求を防ぐため、これが２点

目。そして３点目は、医療機関のほうでシステム

が対応していないため、医療機関におけるシステ

ム改修が発生するという点から、現時点では償還

払いになってございます。 

○松浦敏司委員 ただ、現時点ではそうだけれど

も、一定期間をすれば、償還払い方法ではなく

て、当然、医療機関の関係がありますから、大変

難しい部分もあるのだろうとは思いますが、やは

り望ましいのは償還払いではなく、退院するとき

に親御さんが懐から出さなくても済むというのが

一番いい方法だと思うのです。ぜひそういうふう

になるよう努力してほしいと思うのですが、今後

どのような展望を持っているのか伺います。 

○野呂俊広子育て支援課長 委員がおっしゃると

おり、窓口での一時的負担となってしまうという

ことで、これにつきましては大変申しわけないの

ですけれども、各保険の限度額認定証を交付して

もらった上で、必要最小限に抑えることで対応し

ていただきたいとは思っていますが、先ほど言い

ました医療機関のシステム改修が伴うということ

で、先ほどの人数を月で割りますと月に５名か６

名の割合になってしまうということですから、こ

れについては現状をなかなか説明しづらいという

点はもちろんございますけれども、利便性の向上

が図れるというのは大変重要なことだと認識して

おりますので、今後においてどういう方法がある

か、研究していきたいというふうに思っていま

す。 

○松浦敏司委員 全国的に見てみますと、やはり

支払わない方法をとっている所もあります。そう

いう意味では、まちの規模というのも当然あると

は思うのですが、できないことではないというふ

うに思いますので、諦めずにぜひ今後も取り組ん

でほしいと思います。 

 次に移ります。議案第17号及び18号との関係

で、質問いたします。 

 子ども・子育て新制度が、ことし４月から移行

になります。そこでの最大の特徴というのは、こ

こに介護保険制度の考え方が導入されているとい

うことだと思います。特定教育・保育施設及び特

定地域型保育施設等の利用者負担額等を定める条

例制定概要についてということであります。この

趣旨では、子ども・子育て支援法に規定する給付

費の支給に係る利用者負担額、特定保育所保育費

用に係る徴収額に関して必要な事項を定め、云々

とあります。私のような者が幾ら読んでも、なか

なか理解するのが難しいと。そこで伺いますけれ

ども、今回のこの条例のポイントといいますか、
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全体で言わんとしていることは何なのか、できる

だけわかりやすく説明していただきたいと思いま

す。 

○野呂俊広子育て支援課長 お答えいたします。

幼稚園、保育園、認定こども園という就学前に通

われるお子様の施設を、幼稚園、保育園それぞれ

に歴史上の成り立ちも違いますし、制度上の位置

づけも違う制度を、また所管官庁も違っていた施

設を、今回の新制度で一つになるということで、

複雑になっているのですけれども、そのようなこ

とから、ある程度の複雑さは仕方ないというふう

に思っています。 

 議案17号網走市特定教育・保育施設及び特定地

域型保育施設等の利用者負担額を定める条例制定

概要につきましては、先ほど言いました認定こど

も園、幼稚園、それから私立の保育園の利用につ

いての利用者負担額についての定めを制定しよう

とするものでございまして、議案18号網走市教育

諸条例の一部を改正する条例制定については、直

接契約になることによって、今までの利用者負担

金が公定価格全体を使用料として定めることに

よって、改正するものでございます。 

 詳しい内容、どこが今までとどう変わったのか

という説明をしたいと思います。 

 まず、今回、委員がおっしゃった介護保険のよ

うに、お子様を１号から３号までに認定するとい

う作業になります。１号という認定は、幼稚園利

用者についての認定区分となっていまして、現

在、網走市の幼稚園の運営財源というのは、道か

らの私学助成費と保護者から徴収する保育料に

よって運営されています。また、その保育料につ

いては、保護者の負担軽減のため、国と市で幼稚

園就園奨励費補助金というものを出して負担の軽

減を図っています。現在幼稚園は私立ですので、

各施設においてそれぞれ自由に保育料について設

定しているところでございますが、新制度に移行

する幼稚園につきましては、先ほど言いました公

定価格をもって運営に当たるということになりま

す。 

 公定価格の内容については、施設給付費と利用

者負担という構成になっています。利用者負担額

というのは、国の基準額を限度として市町村が定

めるというふうになってございまして、仮に、国

が定めた基準額どおりとしますと、現在の網走市

の水準負担よりかなり負担がふえるということに

なりますから、このふえる部分について、さまざ

まな角度から検討してきたところでございます。

その結果、新制度の普及という段階で、つまり新

しい制度が始まろうというこの段階で、保護者の

方々に今よりも経済的負担を強いるものではない

という考え方から、国の基準との差額を市の一般

財源をもって軽減を図るという結論に至ったもの

でございます。 

 利用者負担の算出方法については国の考え方に

準じて定めることとしまして、網走市における平

均の保育料を算出して、ここから先ほど言いまし

た国と市で負担をしている就園奨励費補助金を差

し引いて実質の負担額を算出して、それを所得段

階別月額に置きかえましたのが網走で定める基準

額となっていまして、資料12ページ記載の資料６

号の記載のとおりでございます。また、第二子の

取り扱いについても、国と同様に第一子の半額と

決定したところでございます。 

 次に、長くなって申しわけありませんが、第２

号、第３号認定については保育園についての利用

者負担額の基準でございまして、資料13ページに

記載してございます。 

 現在の網走市の保育料についてですけれども、

もともと国の基準額の８階層を17階層に細分化し

た上で傾斜的に配分することによって、国の基準

より軽減しているという状況にございます。適用

される税額については、国税の所得税額により決

定されているところでございます。それをこのた

びの国の基準では、住民税の市町村民税の所得割

額に変更になったことから、各階層の所得水準を

同じにして、国税の所得税から市町村民税の所得

割に置きかえた表でございます。 

 ただし、国から示された新しい基準では、一律

に年少扶養控除２名で計算したモデルケースを用

いての税額が設定されていますことから、保育料

の階層が変更、つまり従前の保育料から上がって

しまう方も、下がる方も、それぞれに出てまいり

ました。そこで、その解消策として、従前の保育

料から下がる方についてはそのままに、逆に従前

の保育料から上がる方については、多子世帯にお

ける経済的負担を軽減することが適切と考えまし

て、激変緩和措置として従前と同じ計算方法、つ

まり国税を用いて算出するという経過措置を設け

まして、保育料の軽減を図ることとしたことでご

ざいます。 
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○松浦敏司委員 ありがとうございます。少し見

えてきました。そこで、素朴な疑問といいます

か、勉強不足なので教えていただきたいのです

が、今回の子ども・子育て新支援というふうに

なったことによって、例えば市の保育所に入所す

る場合、直接契約という言葉がありますから、親

御さんたちが手続をするためにはどこに行けばい

いのか。あくまでもこれまで同様に、市役所の子

育て支援課に来れば手続ができるというふうに受

けとめていいのでしょうか。 

○野呂俊広子育て支援課長 直接契約という言葉

が数多く流れるのですけれども、今までも公立の

保育園はいわば直接契約ですし、網走市私立幼稚

園も直接契約となっていますから、今までと変わ

る点で言えば、認定申請書という用紙１枚を提出

していただくということなのですけれども、幼稚

園につきましては幼稚園を通して、市立保育園や

私立の潮見保育園などについては市のほうで受け

付けをしております。 

○松浦敏司委員 これまでと基本的には変わらな

いというふうに受けとめました。そこで最後に質

問したいのは、年少扶養控除の廃止に伴う所得

税、住民税の増税によって保育料が上がるため

に、政府は年少控除があるものとみなして税額を

再算定することを、厚生労働省の通知で自治体に

求めてきたというふうに思います。ところが、情

報によりますと、政府はことし４月からこの方針

を転換して再算定を求めないとするというふうな

お話も聞いたことがあるのですが、この点ではど

のようになっていくのか伺いたいと思います。 

○野呂俊広子育て支援課長 国税による年少扶養

控除を戻した形で、当初利用者の負担が急激に増

加しないということがありましたけれども、委員

がおっしゃいました４月からそのようになるとい

う通知を確認ができなかったのですけれども、網

走市におきましては、当初の利用者負担額が上が

らないという取り扱いをそのまま継続してござい

ます。 

○松浦敏司委員 これは自治体そのもので判断も

できることなので、国の言うとおりにしなくて

も、多分いいのではないかと思います。ただ、一

部ではそのように動いているところもあるという

報道もありましたので、ぜひそんなことのないよ

うに、保護者に負担のかからない方法をこれまで

同様にやっていってほしいということを要望し

て、私の質問を終わります。 

○立崎聡一副委員長 以上で、本日の日程であり

ます一般会計の歳出のうち、民生費、衛生費及び

その特定財源に関する歳入並びに関連議案２件の

細部質疑を終了しました。 

 本日は、これで散会とします。 

 再開は16日午前10時としますから、参集願いま

す。 

 御苦労さまでした。 

午後３時45分散会 


